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第１章 緒  論 

 
１．１ 研究の背景 
（１） はじめに 

⽇本は科学技術先進国といわれるようになった．現代につながる科学技術の発達過程
は，明治の維新という歴史的変⾰が⼤きな起点になったと考えるのが妥当である．国⺠
の勤勉性，もともと教育への関⼼が⾼い国⺠性があったにせよ，ほとんどの⽇本国⺠が
なんらかの教育を受けたと⾔う事実は現代社会に⼤きな果実として実っているといっ
ても良いだろう．教育の果たした役割は⼤変⼤きいと⾔えよう．科学技術の分野におい
ても，科学者，技術者を養成する教育は，それぞれの時代背景で様々に変化しつつも，
⾼度経済成⻑をへて科学技術⽴国⽇本を⽀えてきたと⾔える． 

⾼等教育は，かつて⼤学への進学率が低い時代においては「エリート教育」としての
特徴が強かった．その後，時代の変遷を経て現代は⾼等教育への進学率が増⼤し，いわ
ゆる「⼤衆教育」へと変貌していった．その間，社会のグローバリゼーションや経済状
況の変化，団塊の世代が活躍した経済成⻑期から，18 歳⼈⼝の減少期，さらには少⼦
⾼齢化の進展などの社会状況の変容の中で，求められる教育の内容や質が⼤きく変化し
ていった．特に，社会が⼤学⽣に求める⼈材像も⼤きく変化してきた．本論⽂は，これ
らの社会変容とそれに伴う⼤学における教育改⾰の歴史的な経緯を踏まえつつ，現在の
⼤学に求められている教育改善について考察する．特に，⼤学の⼤きな使命である専⾨
教育の充実と⾼度化に関する多くの研究がこれまでに⾏われてきたが，本研究では，⾼
校での教育から，⼤学での専⾨教育へとの接続過程に当たる初年次教育に焦点を当てた
研究を⾏う．ただし，いわゆる教養科⽬についての研究ではなく，特に初年次教育とし
て新しく導⼊された就業⼒育成教育について研究を⾏うことにする． 

まず，本章では我が国の教育制度と⼈材育成の変遷を概観し，⼤学教育改⾰と初年次
教育について整理する．それをもとに本研究の⽬的を明確にする．また，本研究で⾏っ
た研究⽅法について概説するとともに，本論⽂全体の構成を⽰す． 
 
（２） 教育制度の変遷と⼈材育成 

⽇本は⻄洋列強に追いつくために，明治以来，⻄洋科学技術の導⼊に邁進してきた．
ただ，その過程で海外からの製品を購⼊することに主眼をおかず，むしろ製品を作る科
学技術を購⼊したと考えるのが妥当であると思われる．その背景には，当時，極東，東
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南アジアの諸国が⻄洋列強に植⺠地化され，⾦員や資源，⼈員までもが搾取されている
という実態があった．⽇本は，江⼾期よりオランダ⾵説書等で⽇本を取り巻く海外事情
収取を図っており，それ相応の危機感や対応に対する考えを持っていたようである．明
治維新後は，まず⻄洋科学技術の導⼊に取り組み，教育制度の改⾰定着に努め，学制と
いう形で本邦の学校教育制度が定められ，その後，明治初期には幾度かの改正が⾏われ
た． 
当初は国の近代化のための教育制度の整備が進められたが，明治後半には⻄欧列強に

対抗するために富国強兵的な⾊彩を強めてくることがこの時期の教育制度の特徴と思
われる．⽇本の各分野で活躍できる⼈材を育成するために明治後半期から現在の⼤学の
⺟体ともなるべき⼤学や旧制専⾨学校が創⽴されている．その後，第⼆次世界⼤戦など
の戦争による戦時体制維持のための⼈材養成が技術系を中⼼に⾏われたが，終戦後，昭
和 24 年にそれらの旧専⾨学校を⺟体にして多くの新制⼤学が⽣まれ，現在，⾼等教育
を担う基になっている(図 1-1)1)． 
朝鮮戦争特需を経て，昭和 30 年代には所得倍増計画のもと⾼度経済成⻑期を迎え，

⾃動⾞や電気製品等の⽣産販売が進み，国内のみならず海外への輸出も急速に増加し，
⽇本の経済成⻑が急速に進んだ．実はこの時期，所得倍増計画に隠れ，あまり知られて
いない政策に学校倍増計画がある．その特徴は重化学⼯業を担う⼈材を中⼼として，科
学技術⼈材育成のために，まず⼯業⾼校の増設，⼤学における⼯学系への重点的な補助
⾦配分などが⾏われた．所得倍増計画によると，科学技術⼈材は 17万⼈の不⾜，⼯業
⾼校卒業の技術者に⾄っては 44万⼈の不⾜を⽣じていため，理⼯系⼈的資源を確保す
るために重点的に教育分野に予算配分したのである．この政策により⼤学の理⼯系学⽣
の数は 10 年間で３倍に拡充されている．この間，⾼等⼯業専⾨学校も全国に開設され，
同様に科学技術⼈材の養成に努めた．以後，養成された技術者がそれからの⽇本のもの
つくりを⽀えていったことは想像に難くない． 
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（３） ⼈材育成と教育 
理⼯系⼈材の養成規模が⼤幅に増強された⾼度経済成⻑期においても，⼤学進学率は

それほど⾼いわけではなく，⼤学教育は「エリート教育」の域を出ず，むしろ科学技術
の進歩に追いつけとばかりに，いっそう専⾨性が求められる教育体制がしかれていた．
その後，昭和後半，平成と時代を経るうちに⼤学はその特徴・特⾊ではなく，偏差値で
受験⽣が進学先を選ぶ時代が到来し，受験戦争下では⼤学の序列化が進んだ．⼀⽅，社
会ではバブル経済の崩壊，ずっと増加していた若年層の⼈⼝が減少に転じ，経済の減速
なども度々起こるようになった．このような環境のもと，いわゆる教育の⼤衆化が始ま
り，⼊学してくる学⽣は必ずしも⽬的意識が⾼くてキャリア指向性がはっきりしている
学⽣ばかりではないという時代を迎える．この頃，教養教育の重要性が叫ばれたが，教
育の⼤綱化，部局化の進展などもあり，時代は急速にデジタル化に進み，いっそう⾼度
な専⾨領域の知識を持つ学⽣の教育が求められるようになり，⼤学は専⾨教育という⾵
⼟は未だ保たれたままであった．つまり，⼊学する学⽣の意識と⼤学教育の間にいささ
かの齟齬が⽣じるようになった．所謂，ゆとり教育が⾏われた平成時代には，初等中等
教育で学習内容が削減され，昭和の⽣徒が学んだ内容を学ばずに，学⽣が⼤学に⼊学し
てくることとなった．デジタル化，ICT技術，⽣命科学などが急速に進歩する中，多く
の新しい知識を学び研究する必要のある時代に，⼤学には，その先進科学技術の分野と
⼊学時に積み残してきた中等教育で学ぶべき基礎知識の両者を教授する機能が求めら
れることになった．⼀⽅，国際的な視野に⽴てば，かつては⽇本に留学⽣を派遣し，ま
た技術供与や国際援助を受けていた発展途上国が，2000 年頃にはじわじわと国際競争
⼒をつけ，⽇本が保持していた世界市場を脅かす存在になってきた．これから社会に⽻
ばたく⼈材は，このグローバル化の波にも⽴ち向かわねばならない．この時，必ず世界
で求められる能⼒は英語⼒であるが，⼤学⽣の英語⼒の進展も未だ⼤幅には改善されて
いないし，⼤学の英語教育改⾰も効果を挙げているとは⾔えない． 
 
（４） ⼤学教育改⾰と初年次教育 
平成期後半に⼊り⼤学は国⽴⼤学法⼈として再編され，名⽬上，その学⻑の強⼒なリ

ーダーシップのもと法⼈活動の⾃由度が⾼まった．また，多くの⼤学改⾰改善のプログ
ラムなども⽰され，⼤学の意思によって⼿を上げ，独⾃のプログラム推進することが可
能になった．⼤学の⼊り⼝に関わる取り組みの⼀つが「⾼⼤連携」に関する各⼤学の取
り組みである．⾼等学校との連携を密にし，出前授業などで⼤学レベルの内容の求める
有意な⾼校⽣に授業などを提供するものである．⼀⽅，産業界からの要望や国際的な評
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価の観点で「⼤学教育の質保証」の考えも浸透した．様々な認証評価機関による認証評
価を受け，質保証を担保しようというものである．これは⼤学の教育プログラムが基準
に満ちているかという観点で判断するものが多く，⼤学教育の出⼝管理というべきもの
である． 

⼤学内においても平成期半ばから，教員の FD（Faculty Development）の導⼊が盛ん
になり，ディプロマポリシーなども明確に⽰され，⼤学⾃⾝が変⾰しようという教育改
⾰の機運が増してきている．教育貢献賞の導⼊，PBL(Problem-Based Learning)，アク
ティブラーニングなどの教育⼿法も広く導⼊されることとなった． 

⽇本経済団体連合会（経団連）が 2017 年 12 ⽉から 2018 年 2 ⽉にかけて 443 社に
対し「⾼等教育に関するアンケート」を⾏った 2)．産業界が求めるものは学⽣と⼤学で
は多少の差異があるが，⽂・理ともに学⽣に対しては主体性，実⾏⼒，課題設定・解決
能⼒，チームワーク・協調性といった抽象的な概念が並ぶ．中央教育審議会も学⼠⼒の
導⼊について様々な答申 3)を⾏なうと共に，⽂部科学省は様々なGP(Good Practice)や
教育改善改⾰のプログラムを提案している． 
 
１． ２ 本研究の⽬的 

本研究では前項で取り上げた「⼊り⼝」と「出⼝」の間，初年次の学⽣教育に焦点を
当て，産業界や社会が⼤学⽣に求める能⼒も意識しながら，様々な調査研究を⾏うこと
で，初年次学⽣の特性を知り，就業⼒の⾔葉が⽰す意味「学⽣が卒業後⾃らの資質を向
上させ，社会的及び職業的⾃⽴を図るために必要な能⼒」を⼤学在学中に⾒つけるため
の動機づけともなる取り組みについて研究を⾏なった．就業⼒育成に資する各種スキル
の⽐較および本学で 10 年間にわたり約 5,000名の受講⽣に対し実施したグループワー
クやアンケートを通して学⽣の意識調査等を実施し，初年次就業⼒育成教育の有⽤性を
明らかにすると共に，今後の教育改善の⽅向性を提⾔することを⽬的とする． 

 
１．３ 研究の⽅法 

本研究は，平成 23 年度(2011 年度)から令和元年度(2019 年度)までの群⾺⼤学理⼯
学部全１年⽣約 5,000名対象に，就業⼒育成科⽬の必修科⽬「キャリア計画」と選択必
修科⽬の「キャリア設計」の講義において，各種グループワークを実施し，ICT活⽤の
アンケートを通して学⽣の意識のデータ集計・解析および考察を⾏なった．なお，以下
に⽰す⼤学の歴史的成り⽴ちと今⽇までの⼈材育成の実績を判断して，群⾺⼤学理⼯学
部１年⽣を対象とする根拠とした． 
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群⾺⼤学理⼯学部はその前⾝となる桐⽣⾼等染織学校が⼤正４年（1915 年）に設⽴
された．群⾺県は⽣⽷の⽣産地として世界的にその名を知られており，⽣⽷は明治期の
有⼒な外貨獲得のための輸出品であった．そういう殖産興業の名の下，桐⽣⾼等染⾊学
校は創⽴され，桐⽣⾼等⼯業学校，桐⽣⾼等⼯業専⾨学校を経て昭和 24 年に新制群⾺
⼤学⼯学部となり，その後，いくつかの改組を経て，現在は群⾺⼤学理⼯学部となった．
105 年の歴史を有する地⽅中堅国⽴⼤学である．群⾺県は⾃動⾞産業や多くの⼯業製品
を⽣産する地域でもあるため，群⾺⼤学理⼯学部は，県内外の⼤⼿企業や技術⼒のある
中堅企業の技術者を輩出し，また卒業⽣の⼀部は国公私⽴の⼤学の教員や公的研究機関
の研究者，⾃治体の技術職に就職するなど，現在も⽇本の⼯業技術を⽀える多彩な⼈材
を輩出し続けている．この 105 年の歴史の中で絶えず⽇本の⼯業化，近代化を⽀える⼈
材を供給してきたと⾔える．すなわち群⾺⼤学理⼯学部は，⽇本を⽀える技術⼈材を輩
出し続ける平均的な国⽴⼤学と⾔え，⼊学して卒業する学⽣は，このような位置にある
⼤学の学⽣という⺟集団の特徴を持つといえる．従って，ここで得られたデータは，他
の多くの理⼯系⾼等教育にも共有できる有⽤な結果であると考える． 
 
１．４ 本論⽂の構成 

本論⽂の全体的な構成は以下のとおりである． 
第１章では，⽇本の⼯業化や⼈材育成の歴史を説明し，教育制度の変遷，学⽣の質の

変化や⼤学改⾰について論じ，本研究に⾄る背景を説明し，研究の⽬的と⽅法を述べる． 
第２章では，ジェネリックスキル，就業⼒，学⼠⼒といった類似の内容を含む考え⽅

を①国際的な考え⽅の⽐較，②省庁間の考え⽅の⽐較等を⾏い，就業⼒に込められたあ
るべき姿はなにかについて俯瞰的に考察する． 

第３章では，⽇本の就業⼒教育に向けた新たな取り組みを紹介する．群⾺⼤学理⼯学
部で実施されているこの就業⼒教育に関連するコースについても説明する． 

第４章では，理⼯学部に⼊学した 1 年⽣の意識を調査し，学⽣の特徴について考察す
る． 

第５章では，グループ活動やチームワークに関して実地に PBL 的要素も加味して学
⽣の変化とその活動を考察する． 

第６章では，本研究で得られた種々の結果をもとに，初年次から導⼊した就業⼒育成
教育の効果についてまとめ，現代の社会状況を背景にした理⼯学初年次教育の重要性と
本研究で対象とした就業⼒育成教育から得られた成果をもとに結論を⽰し，今後の教育
改善の⽅向性を提⾔する． 
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本論⽂の流れは，⽇本の科学技術⼈材育成の教育の流れを理解し，今⽇的に求められ
る理⼯系学⽣のリテラシー，ジェネリックスキルを諸外国の同様な考え⽅と⽐較する中
で，⽇本の⼤学⽣に必要な能⼒を想定した就業⼒育成教育を策定，その教育の中で，さ
まざまな活動，⼿法，調査によって学⽣の意識と特性，チームワーク活動を調査研究し，
結論を得るという構成になる． 
 

参考⽂献 
1)「戦中・戦後の学校と⽣活の記憶」（座談会の記録から）：郷⼟を探る(Kamifurano) 

第 35号 pp92-116 平成 30 年(2018 年)4 ⽉ 1 ⽇  
2) ⼀般財団法⼈⽇本経済団体連合会：「⾼等教育に関するアンケート」集約結果 
平成 30 年(2018 年)4 ⽉ 17 ⽇ 

 https://www.keidanren.or.jp/policy/2018/029_kekka.pdf 
3) 中央教育審議会：学⼠課程教育の構築に向けて（答申）平成 20 年 12 ⽉ 24 ⽇  
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第２章 ジェネリックスキル概念と就業力育成教育 

 
２．１ ジェネリックスキル概念の登場とその特徴 

⼤学で⾼等教育を受ける学⽣にとって，就業⼒という概念に関連する能⼒は，専⾨分
野で⾝につける科学技術に関連する重要な能⼒である．ここでの就業⼒に関連するスキ
ルとは，コミュニケーションスキル，チームワークスキル，技術的スキルなどのように
単純に定義された能⼒ではなく，これらのスキルすべてを含む包括的または統合された
能⼒のことで，ジェネリックスキル（generic skill）と呼ばれるスキルのひとつある．具
体的に⾔えばジェネリックスキルとは特定の分野や領域の専⾨知識に関連するスキル
ではなく，むしろビジネスやいわばプロ仕事に適⽤できる基本的で⼀般的なスキルであ
ると⾔える．科学や⼯学の分野においても専⾨知識だけでなく，これらジェネリックス
キルの習得も求められている．これらのスキルはジェネリックスキルの概念の発展とと
もに定着してきた（ANTA，20031)）．さらに，就業⼒のスキルの内容は，就業後の雇⽤
主のニーズによって新たに導き出される可能性もあり，時代とともに変化すると考えら
れる． 

⼯学教育に関連する就業⼒に関する研究は，さまざまな観点から多くの研究者によっ
て⾏われてきた．たとえば，Rasul et al .（2009）はマレーシアの製造業の雇⽤者が必要
とする就業⼒スキルの重要な側⾯を調査した 2)．彼らは対⼈関係と思考のスキルが最も
重要であることを⾒出した．さらに，基本スキル，リソーススキル，システムとテクノ
ロジーのスキルおよび個⼈能⼒によるスキルが重要であると⾒なされたが情報スキル
は適度に必要であると判断している．他の研究では，Othmanら（2010）が応⽤数学の
PBL が卒業⽣の就業⼒スキルを⾼めるのに効果的であるかどうかを調査し，肯定的な
結論を⾒出した 3)．Rhmat et al．（2012）は情報⼯学専攻の学⽣のために，就業⼒と卒
業⽣が持つ⾃⾝のスキルの認識との関係を調査し，⼤学で学んだスキルが業界の要望に
沿ったものだと結論付けた 4)． 
Ismail and Mohammed（2015）はナイジェリア連邦⼯科⼤学に就業⼒を導⼊した例を

報告している 5)．このレポートでは就業⼒スキルとジェネリックスキルの関係について
⾔及している 5)． Misra and Khurana（2017）は過去の研究者が提案した定義と就業⼒
についての⾔及について⽂献をレビューしている．さらに，情報技術分野において，卒
業⽣と従業員の就業⼒を強化するために必要なスキルセットについて考察し，6 つの主
要なスキルからなる就業⼒チェックリストを提案した 6)．これら以外にもジェネリック
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スキルに関連した研究は数多く⾏われてきた 7)-11)． 
上記のように，就業⼒のスキルに関する研究は少ないわけではない．しかし，従来の

「就業⼒のスキル」の概念とは対照的に，本論⽂で取り上げる⽇本の「就業⼒プログラ
ム」のアプローチは独⾃の考え⽅を中⼼に展開されており，定義が異なる．次項では⽇
本の⾼等教育の概要と関連する歴史的変化を提⽰し，⽇本の「就業⼒プログラム」の導
⼊について考察する．さらに，次章ではこのプログラムに対応する取り組みについて報
告する． 
 
２．２ ⾼等教育の歴史的変化と教育改⾰ 

第⼆次世界⼤戦の終結から現在に⾄るまでに，⽇本は⼤きな経済成⻑を遂げた．図 2-
1 に⽰すように，⽇本の経済情勢は 1970 年から 1990 年にかけて安定期に移⾏し，こ
の時期には国際化が進み，また⽇本の⼈⼝も徐々に増加し，18 歳⼈⼝については多少
の増減はあっても 200万⼈以上を記録し，1992 年には 205万⼈を保っていた．さらに
団塊ジュニアが 18歳を迎えるこの時期，⼤学の新設や定員増が盛んに⾏われ，いわゆ
る「受験バブル期」の到来をみた. 

図 2-1 我が国の経済成⻑と教育改⾰ 

 
1992 年，⽇本はバブル経済の崩壊を経験し，経済状況は低経済成⻑期に変化した 2000

年を境に我が国は少⼦化社会へと徐々に移⾏した．18歳⼈⼝も 2010 年前後には 120万
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⼈程度で横ばいであったものが，2000 年⽣まれの団塊ジュニアが 18歳になる 2018 年
から再びに減少⽅向に転じ，2031 年には 99万⼈になると予想されている．現在，⾼等
教育を受けるため⼤学に進学する⾼校⽣の割合は 70％を超えている 12),13)．⼀⽅，⼤学
は⾼校卒業者だけではなく，さまざまな⽴場の勤労者や社会⼈など多様な⼈材を受け⼊
れる教育機関の機能を持つようになった．⾼等教育が⼤衆教育の⼀⾯を持つようになっ
たわけである．「エリート教育（elite education）」から「⼤衆教育（mass education）」
を「ユニバーサルな教育（universal education）」移⾏するシナリオは「マーチン・トロ
ウの理論」（例えばMartin Trow，197314），Amano，201015））として知られている．⼤
学の創設期の教育は少数の学⽣を対象とした「エリート教育」であり，主に専⾨科⽬を
中⼼とした枠組みで授業構成されていたが，このような⼤学の教育機能の質的変化に伴
い，⼤学の教育内容にも⼤きな変化が起こった． 
このような⼤学の状況では，図 2-1 に⽰すように新たな教育改⾰が必要である．例え

ば，グローバル化に対応した英語教育の充実（Yamada，201716），⽂部科学省，201417））
やキャリア教育の導⼊（花⽥ほか，201118），森⽥ほか，101819），⽂部科学省，201020））
が求められた．また，前述のように特⾊ある教育に加えてジェネリックスキル教育も多
くの⼤学で導⼊された．我が国においても，ジェネリックスキルに関する様々な研究が
⾏われている（例えば，川島，201121），清⽔，201222），久保⽥，201323），⽊下，201724），
伊藤ら 201725））．さらに，これらの概念はアクティブラーニング 26）や PBL27）といった
新しい教育⽅法や⼿法を⽣み出すまでに⾄った．このようにジェネリックスキルの概念
が起点となり⾼等教育の質の変化がもたらされてきたといえよう．さらにこの概念は教
育の質の担保やその認証制度にも強い影響を及ぼしながら定着していった．以下ではそ
の変遷をさらに分析する． 
 
２．３ 教育の質の担保と認証制度の導⼊，それらとジェネリックスキル概念の関係 

教育の質を担保するため，VALUE Rubric（Reddya＆Andradeb，201028））やOECD-
AHELO（OECD，200829））など，いくつかの評価および保証システムも⼤学教育に導
⼊された．⽇本技術者教育認定機構（JABEE）は⼯学分野の保証制度であり，多くの⼤
学の⼯学系学部に導⼊されている（JABEE，201930））．図 2-2 はジェネリックスキルの
概念の歴史的展開と⽇本の教育制度の変化を⽰している 31）．ジェネリックスキルの概
念は 1985 年にオーストラリアのカーメル委員会によって最初に確⽴された 1）．その後，
メイヤー委員会に引き継がれ，メイヤー委員会は学⽣の就業のために重要な能⼒を提⽰
している．Barnett（1994）は彼の論⽂で⾼等教育における 4 つスキルの分類について
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論じた 32）．さらに，コンピテンス（competence）の概念がジェネリックスキルの持つ
要素を⽰す概念として導⼊され，また，多くの国が教育システムを強化するためにジェ
ネリックスキルの概念を導⼊した．2003 年，オーストラリア国⽴職業局 ANTA：
Australia National Training Authority）はジェネリックスキルに関連するさまざまな教
育研究から，ジェネリックスキルの共通要素（コンピテンス）をまとめている 1）． 
 

 
図 2-2 ジェネリックスキルの概念の歴史的展開と⽇本の教育制度の変化 

 
⼤学審議会は 1998 年に，教育改⾰のための 21 世紀の⼤学教育のビジョンを発表し

た．1999 年には⽇本技術者教育認定機構（JABEE）が⾮政府組織（NGO）およびワシ
ントンアコードのメンバーとして設⽴されたが，JABEE の照準は⼯学分野における⼤
学の教育プログラムにあり，その認定基準は学⽣が教育プログラムによるカリキュラム
を通して国際的に認められる⽔準に達しているかを確認するために設定されている．
JABEEは「科学技術の専⾨知識」，「⼯学設計能⼒」，「コミュニケーションスキル」，「チ
ームで働く能⼒」，「職業倫理」などの項⽬を基準として設定したが，これらはジェネリ
ックスキルの概念に⾮常に近いものである． 

⽂部科学省中央教育審議会においては「学⼠⼒」の概念が提案された 12),13)．この概念
でもジェネリックスキルに関連する同様の要素が導⼊されている．「ジェネリックスキ
ル」，「学⼠⼒」，「JABEE認定基準」の関係を図 2-3 に⽰す． 
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図 2-3 ジェネリックスキル，学⼠⼒，および，JABEE認定基準の関係 31) 
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２．４ ⽇本におけるジェネリックスキル概念の導⼊と就業⼒教育の必要性 
これまでに⽰してきたように，⾼等教育の領域にも専⾨的な知識に加え，専⾨性に関

わりなくすべての分野に共通する基本的なスキルとして，ジェネリックスキルの概念が
導⼊された．このジェネリックスキルには，問題解決能⼒やコミュニケーション能⼒，
チームワーク⼒などの具体的な能⼒が含まれており，それらをコンピテンスと呼んで整
理している．このような考え⽅の導⼊は 1985 年にオーストラリアのカーメル委員会に
よってなされ，オーストラリアの教育のアウトカムが⾃国の国際的な競争⼒に貢献でき
るようなスキルを提⾔したことに始まるとされていることを報告した．その後，1992 年
にオーストラリアの教育機関とビジネス界が協議してキー・コンピテンスを提案し，
1994 年には，Barnettが⼤学で育成すべき４つのコンピテンスを「学問分野固有のコン
ピテンス」，「学問分野共通のコンピテンス」，「職業固有のコンピテンス」，「汎⽤的なコ
ンピテンス」に分類したことで，ジェネリックスキル概念の整理が⾏われた．2000 年
代に⼊るとこの概念が広まり，世界各国で⾼等教育に取り⼊れられるようになった．わ
が国でも，このようなジェネリックスキルの概念に合わせて⾼等教育の改善が図られて
きた．1998 年に⼤学教育審議会は「21世紀の⼤学像と今後の改⾰⽅策について」を答
申し，「課題探求能⼒」，「⾃⼰責任意識」や国際化・情報化に対応した「外国語能⼒」，
「情報処理能⼒」，「異⽂化理解」などの導⼊をあげて，新しい⾼等教育の⽅向性を⽰し
た 33),34)．また，2008 年には中央教育審議会が「学⼠課程教育の構築に向けて」として，
⾼等教育で⾝につけるべき能⼒である学⼠⼒（bachelorʼs abilities）概念を明確にしてい
る 35),36)．この学⼠⼒には，ジェネリックスキルのコンピテンスと⼀致するものが複数含
まれている． 

ジェネリックスキルの概念はその導⼊経緯からしても明らかなように，社会において
必要とされる能⼒が基礎になっているが，わが国でも産業界が⾼等教育に期待するもの
として様々な提⾔が⾏われてきた．経団連は2003年に「産学官連携による産業技術⼈材
に育成促進に向けて」を公表し，⾼等教育で求められる⼈材像を⽰した37),38)．また，2006
年には厚⽣労働省が「就職基礎能⼒」の概念を提案した．さらに，経済産業省は「社会
⼈基礎⼒」という概念を2006年に提案しており39,40)，それらの概念もジェネリックスキ
ルで導⼊されたコンピテンスと同様なものが含まれている．厚⽣労働省の「就職基礎能
⼒」は，若年者が企業において職業能⼒を発揮するために必要な能⼒を提案したもので
あり，必ずしも⾼等教育を受ける学⽣に限られてはいないが，⾼等教育への期待も含ま
れているであろう．経済産業省の「社会⼈基礎⼒」も同様に社会⼈の持つべき基礎能⼒
を想定したものであると思われるが，⼤学⽣のための社会⼈基礎⼒の育成やそれに関す



 14 

る研究も随所で進みつつある41)． 
このような動向の中，⽂部科学省は2010年に⼤学設置基準の⼀部改正を⾏い42)， 
 
「学⽣が卒業後⾃らの資質を向上させ，社会的及び職業的⾃⽴を図るために必要な能

⼒を，教育課程の実施及び厚⽣補導を通じて培うことができるよう，⼤学内の組織間の
有機的な連携を図り，適切な体制を整えるものとする」 
 
ことを明記した．これと同時に就業⼒育成⽀援事業を⽴ち上げ，学⽣の社会的及び職業
的⾃⽴を図るための教育改⾰・改善に⽀援を⾏うこととした43)． 
このような⼤きな流れの背景には，⾼等教育への進学率が増加する⼀⽅，⼤学の⼤衆

化によって若者のモラトリアム意識の増⼤，それに続くニート化などの現象が⽣まれ，
将来の勤労層である⼤学⽣の社会的⾃⽴への意識の低下が危惧されるようになったこ
とがある．また，同時に，我が国の経済が安定成⻑から経済縮⼩の時代へと変化する中
で，産業界からの要求として，⼤学⽣に対して早期に社会的⾃⽴を意識したコンピテン
スが求められるようになった． 

⼤学ではこれらの要請を受けてキャリア教育を導⼊・充実させる取り組みが進められ，
インターンシップやPBL型の教育が導⼊されつつある．さらに，これらの教育の質の保
証を評価するための仕組み作りも進んだ．理⼯学の分野では，1999年に⽇本技術者教育
認定機構（JABEE）が設⽴され，多くの⼤学でJABEE認定を受ける動きが進んでいる．
JABEEの評価基準ではジェネリックスキルのコンピテンスに関連した項⽬も挙げられ
ている44)． 

1991年の⼤学設置基準の⼤綱化により，各⼤学に義務付けられていた授業科⽬の科
⽬区分が廃⽌されることになったが，それによって⼊学から卒業まで原則的に⼤学の⾃
由なカリキュラム編成が可能になった．これは⼤学の得意分野を⽣かした個性的かつ優
れた教育を実践できる可能性を⼤きくした改⾰である反⾯，実利性や効率，専⾨科⽬を
優先するあまり教養科⽬や基礎科⽬を軽視したカリキュラム編成を助⻑する温床とも
なった．実際，技術⾰新に伴う科学知識の増⼤によって，専⾨科⽬で教える内容が年々
増加し，専⾨科⽬の前倒しを⾏わざるを得ない状況に来ているのが現状である．学協会
での発表等によっても⼤学⽣の初年次教育への教養科⽬の重視を望む声が再び上がっ
ている．こういう状況下で，学⽣が⾃⼰を知り，社会性や⾃⼰管理能⼒，豊かな教養を
涵養する中で，初年次から専⾨課程への円滑な橋渡しとなるような取り組みが必要と考
えられる．本学では前述の⽂部科学省就業⼒育成⽀援事業の⽀援を受けて，理⼯学部学
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⽣に対する体系的な就業⼒育成カリキュラムの整備を⾏った45)． 

以下では，ジェネリックスキルや学⼠⼒，社会⼈基礎⼒などの概念と就業⼒概念との
関連を整理するとともに，本学で導⼊した理⼯学部初年次学⽣への就業⼒育成科⽬につ
いて考察を⾏う． 
 
２．５ ジェネリックスキル概念と学⼠⼒，就業⼒等の関係 

1994年にBarnettはコンピテンスを分類して，「学問分野固有のコンピテンス」，「学問
分野共通のコンピテンス」，「職業固有のコンピテンス」，「汎⽤的なコンピテンス」とし
て整理している32）． 
これを学術・社会軸と専⾨・⼀般軸に分けて図2-4のように図⽰化したものが，これ

まで多く⽤いられてきた23, 33)．ジェネリックスキルとしては，分野を超えて共通の基本
的なコンピテンスと，より社会的に必要とされる汎⽤性の⾼いコンピテンスがあるとさ
れている． 
 

 
図2-4 ジェネリックスキル概念と学⼠⼒，就業⼒の関係 

 
ジェネリックスキルの内容に関しては，この概念を導⼊している国によって異なり，

さらに時代とともに変化してきた．これらは様々な研究を通して分類・整理されてきた
が，その代表的な例を表2-1に⽰した22）．この整理ではリテラシーを基礎的スキルの中
に位置づけている． 
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表2-1 ジェネリックスキルとその内容 

スキル 内容（コンピテンス） 

基礎的スキル 
（Basic / fundamental skills） リテラシー，数的スキル，技術スキルなど 

⼈間関係スキル 
(People-related skills) 

コミュニケーション，対⼈関係，チームワ
ーク，カスタマーサービススキルなど 

概念/思考スキル 
(Conceptual / thinking skills) 

情報収集・整理，問題解決，計画・組織づ
くり，学習スキル，イノベーティブ思考，
システム思考など 

個⼈的スキルと特性 
(Personal skills and attributes) 

責任感，豊富なリソース，⾃⼰管理，⾃尊
⼼など 

ビジネス関係スキル 
(Skills related to the business world) イノベーションスキル，起業的スキルなど 

コミュニティ関係スキル 
(Skills related to the community) 市⺠的，市⺠性に関するスキルなど 

 
 
このようなジェネリックスキルと類似した概念は，我が国においても導⼊されており，

いくつかの関連省庁においても提案が⾏われている．表2-2は⽂部科学省が提案した「学
⼠⼒」概念，経済産業省が提案した「社会⼈基礎⼒」概念，厚⽣労働省の「就職基礎能
⼒」概念，並びに，JABEEが導⼊している評価基準をまとめたものである． 
この表と表2-1を⽐較してみると，⽂部科学省の学⼠⼒は基礎的なリテラシーを重要
視しつつ，E2の欄で⽰されているように汎⽤的スキルとしてジェネリクスキルを取り
⼊れた内容になっている．経済産業省の社会⼈基礎⼒や厚⽣労働省の就職基礎能⼒はジ
ェネリクスキルを主に配置したものになっている．また，JABEEの基準では，専⾨教育
を重視しつつ，ジェネリックスキルにあげられるような項⽬も含んだものになっている． 
⼀⽅，⽂部科学省が導⼊した就業⼒に関しては明確な定義は与えられていないが，就

業⼒育成事業として次のような学⽣の社会的・職業的⾃⽴が図られるような取り組みを
⽀援することが明記されている23)． 
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表2-2 学⼠⼒，社会⼈基礎⼒，就職基礎能⼒，JABEEの基準 

学⼠⼒：学⼠課程
教育が共通して⽬
指す学習成果（⽂

部科学省） 

 
社会⼈基礎⼒ 

（経済産業省） 

 就職基礎能⼒ 
（厚⽣労働

省） 

 

JABEE における到達す
べき⽬標に関する基準 
（内容を簡略化して掲
載） 

E1.知識・理解 I1.考え抜く⼒ H1.ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
能⼒ (a) 地球的視点，多⾯的

に考える能⼒ （1）多⽂化・異⽂化
に関する知識
の理解 

(1)課題発⾒⼒ (1)意思疎通 
(2)計画⼒ (2)協調性 (b) 技術が社会・⾃然に

及ぼす影響，技術者
の社会的責任（技術
者倫理） 

（2）⼈類の⽂化，社
会と⾃然に関
する知識の理
解 

(3)創造⼒ (3)⾃⼰表現⼒ 
I2.ﾁｰﾑで働く⼒ H2.職業⼈意識 
(1)発信⼒ (1)責任感・主体

性 
(c) 数学，⾃然科学，情

報技術の知 識と応
⽤能⼒ E2.汎⽤的技能 (2)傾聴⼒ (2)向上⼼・探求

⼼ （ 課 題 発⾒
⼒） 

（1）ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙ (3)柔軟性 (d) 該当分野の専⾨的
知識と問題 解決能
⼒ （2）数量的ｽｷﾙ (4)状況把握⼒ (3)職業意識・ 

勤労観 （3）情報ﾘﾃﾗｼｰ (5)規律性 (e) 社会の要求を解決
するﾃﾞｻﾞｲﾝ能⼒ （4）論理的思考⼒ (6)ｽﾄﾚｽｺﾝﾄﾛｰﾙ⼒ H3.ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾅｰ 

（5）問題解決⼒ I3.前に踏み出す
⼒ 

(1)基本的なﾏﾅｰ 
(f) ⽇本語による論理

的記述⼒，⼝頭発表
⼒，ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能⼒，
国際的に通⽤するｺ
ﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ基礎的能
⼒ 

E3.態度・志向性 (1)主体性 H4.基礎学⼒ 
（1）⾃⼰管理⼒ (2)働きかけ⼒ (1)読み書き 
（2）ﾁｰﾑﾜｰｸ，ﾘｰﾀﾞｰ

ｼｯﾌﾟ 
(3)実⾏⼒ (2)計算 

・数学的思考 
（3）倫理観    
（4）市⺠としての

社会的責任 
(3)社会⼈常識 (g) ⾃主的，継続的に学

習できる能⼒ H5.取得資格 
（5）⽣涯学習⼒ (1)情報技術関

係 (h) 与えられた制約下
で計画的に仕事を
進め，まとめる能⼒ 

E4.統合的な学習
経験と創造的思
考⼒ 

(2)経理・財務関
係 
(3)語学関係 

(1）⾃らが⽴てた新
たな課題を解
決する能⼒ 

  (i) ﾁｰﾑで仕事をするた
めの能⼒ 
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① 初年次教育等を通して，⾃らの職業観・勤労観を培うとともに，⾃らの⽣き⽅や⽣
活（ワークライフバランス含む）について基本的な展望を持つ． 

② ①と併せて，⾃らの個性・能⼒を把握しつつ，将来の進路を⾃らの責任で選べるよ
う，主体的に⼤学⽣活を組み⽴て，適切な授業科⽬や講座を選択し，計画的に学修
を進める．(⼀部省略) 

③ ①，②を踏まえ，座学によって得られる専⾨的知識や技術が，企業等の第⼀線でど
のように活⽤されるか実地に学ぶなど，⽬的意識をもって学修を継続・深化させ，
その結果，⼤学卒業後に役⽴つ社会的に必要な能⼒や実践的な能⼒を獲得する． 

④ 全体を通して，⼤学⽣活を通じて修得した様々な知識や技術が，⾃分の中で有機的
に統合され，⼤学を卒業した職業⼈として求められる最低限の資質能⼒が形成され
ているかを⾃ら確認する． 

 
これらの内容から就業⼒育成事業が⽬指す⽬標を分解して整理すれば，表2-3のよう

にまとめられる． 
 

表2-3 就業⼒育成教育の⽬的 

記号 ⽬   的 
S1 初年次教育を通して⾃らの就業感・勤労観を培う 
S2 ⾃らの⽣き⽅・⽣活の展望を持つ 
S3 専⾨知識がどのように活⽤されるかを学ぶ 
S4 ⽬的意識を持って学修を⾏う 
S5 卒業後に役⽴つ社会的・実践的能⼒を獲得する 
S6 卒業後に職業⼈として必要な最低限の資質を養う 

 
 

また，就業⼒は「学⽣⾃⾝が社会的・職業的⾃⽴を図れるような⼒」と⾔え，そのた
めに必要なコンピテンスの要素をジェネリックスキルや学⼠⼒などが規定していると
もいえる．なお，図2-4の中で⽰せば⼀般的なコンピテンスに分類される領域といえる
であろう． 
 
２．６ まとめ 

本章では，「就業⼒」の概念がどのようなコンピテンスで成⽴しているのか調べるた
めに，まず，海外のジェネリックスキルの概念との⽐較を⾏なった．さらに，⽇本の基
準である，学⼠⼒（⽂部科学省），社会⼈基礎⼒（経済産業省），就職基礎⼒（厚⽣労働
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省），JABEE基準の⽐較調査を⾏った．それぞれの基準はともに類似した要素で構成さ
れており，「就業⼒」に関して，これらの概念との関連に留意しながら，より「学⽣⾃
⾝が社会的・職業的⾃⽴」ことを明確にすることで，表2-3「就業⼒育成教育の⽬的」
にあるようなS1〜S6に分類構成し，就業⼒育成教育の基準を策定した．いずれもジェネ
リックスキルの基本的な考え⽅である「固有の専⾨領域に限らず，どのような専⾨分野
についても共通して必要とされる概念」とする考え⽅にも⼀致している．JABEEの基準
においても，同様な能⼒が評価基準に導⼊されていることから，理⼯系学⽣の教育の中
において，本研究で策定した「就業⼒教育の⽬的」の基準は本学のみならず多⽅⾯に応
⽤できる． 
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第３章 理工学部学生に対する就業力育成授業と 

入学時の学生の意識調査 
 
３．１ 群⾺⼤学理⼯学部で導⼊した就業⼒育成科⽬ 
図 3-1 は 2010 年に群⾺⼤学理⼯学部で取り⼊れた就業⼒育成事業に関わる科⽬群と

教育の流れを⽰す図である 1)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
初年次に「キャリア計画」，「キャリア設計」を教養科⽬として開講している．また，

インターンシップの導⼊教育を２年次から開講して充実させた．さらに３年次に「キャ
リア展開」を導⼊して就業⼒を定着させるようにした．英語に関しても，充実をはかり，
習熟度クラスを導⼊したほか，PBL型の英語教育の試みを⾏っている． 

「キャリア計画」と「キャリア設計」の授業内容を表 3-1 に⽰す．前期に開講するキ
ャリア計画は，理⼯学部学⽣全員に対して必修科⽬とした．年度によって若⼲の変更は
あるが，キャリア計画は，理⼯学部学⽣全体で受ける講義（10回）と学科別に企画され
る講義（６回相当）で構成されている．全体では毎年度 500名程度の学⽣が受講するの
で，２クラスに分けて，１クラス当たり約 250 ⼈で授業を実施している．できるだけ学
⽣と接触できるように，毎回の授業に３名の教員が参加している．１年次後期に開講さ
れる「キャリア設計」の授業は選択科⽬である．これらの授業の特徴は，カリキュラム
マップを学び⾼年次で学ぶ専⾨科⽬に関する予備知識を得ながら⾃分の将来について
考えるきっかけをつくること，並びに就業⼒やジェネリックスキルに関する内容を学ぶ
ことである． 

図3-1 就業⼒育成事業関連科⽬群と教育の流れ 

１年次 ２年次 ３年次 ４年次 

キャリア計画 

キャリア設計 

専門教育 専門教育 

インターンシップⅠ 

インターンシップⅡ 

専門教育 

就 
 

業 
 

力 

 
職業観・勤労観の涵養 
職業人に向けた自覚形成 
専門教育の意味付け 
学習意欲の向上 

英語教育（教養） 

 
社会的に必要な能力、実践的な能力の育成 
キャリアデザイン支援． 

PBL 型英語（教養） 

就職活動支援 

就職活動指導 

専門英語 実践的英語教育 

キャリア展開 
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これらの内容と第２章で⽰した表 2-2（本章の議論のために改めて表 3-2 として⽰し
た）および，第２章で⽰した表 2-3（本章の議論のために改めて表 3-3 として⽰した）
の内容との関連性を⽰したものが表 3-4 である 2)-7)． 
この表で⽰されるように，「キャリア計画」と「キャリア設計」で学ぶ内容は様々な

ジェネリックスキルに関連したものである．授業内容の⼀つ⼀つによってどのような効
果が得られたかは次章で詳細に報告したい． 

 
表 3-1  キャリア計画とキャリア設計の内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「キャリア計画」の授業では，グループ活動の実践を⾏った後，⾷と健康，キャリア
アンカーテスト等を取り⼊れた講義を⾏った．学⽣のモチベーションと意識を⾼めるた
めの挑戦として，⼤学４年間で学ぶカリキュラム構成を理解するために，授業の最初の
段階で「カリキュラムマップ」8)を使⽤して，次の年に学習する科⽬を紹介・説明を⾏
なった．そこでの解説を通して，学⽣は⼤学の学⼠課程の中でどのような知識を学ぶこ
とができるかを理解することが期待される．学⽣が将来学ぶ専⾨領域のイメージをより
多く得ることが可能である．⼤学時代に学⽣⾃⾝の⽬的を確⽴するための将来の研究を
想像することは⾮常に重要である． 
  

キャリア計画(1年次前期/必修) キャリア設計(1年次後期/選択) 

第１回 ガイダンス，初回アンケート 
第２回 カリキュラムマップの説明 
第３回 将来のイメージづくり 
第４回 将来のイメージづくり 

グループディスカッション 
第５回 特別講義「⾷育」 
第６回 特別講義「租税」 
第７回 特別講義「年⾦」 
第８回 キャリアアンカーテスト 
第９回 図形伝達ゲーム 
第 10-15 回 学科別⼯場⾒学・合宿等 
第 16 回 まとめ，アンケート 

第 1回 講義概要ガイダンス 
第 2回 プレゼン技法 
第 3回 コミュニケーション技術 
第 4回 卒業⽣講演会 
第 5回 グループワーク（KJ法） 
第 6回 卒業⽣講演会 
第 7回 グループワーク(ディベート) 
第 8回 地元企業の⽅の講義 
第 9-13回 グループプレゼン調査， 

ポスター制作 
第 14,15 回 グループプレゼン，相互評価 
第 16 回 まとめ，アンケート 
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表 3-２ 学⼠⼒，社会⼈基礎⼒，就職基礎能⼒，JABEEの基準 

学⼠⼒：学⼠課程
教育が共通して⽬
指す学習成果（⽂

部科学省） 

 
社会⼈基礎⼒ 

（経済産業省） 

 就職基礎能⼒ 
（厚⽣労働

省） 

 

JABEE における到達す
べき⽬標に関する基準 
（内容を簡略化して掲
載） 

E1.知識・理解 I1.考え抜く⼒ H1.ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
能⼒ (a) 地球的視点，多⾯的

に考える能⼒ （1）多⽂化・異⽂化
に関する知識
の理解 

(1)課題発⾒⼒ (1)意思疎通 
(2)計画⼒ (2)協調性 (b) 技術が社会・⾃然に

及ぼす影響，技術者
の社会的責任（技術
者倫理） 

（2）⼈類の⽂化，社
会と⾃然に関
する知識の理
解 

(3)創造⼒ (3)⾃⼰表現⼒ 
I2.ﾁｰﾑで働く⼒ H2.職業⼈意識 
(1)発信⼒ (1)責任感・主体

性 
(c) 数学，⾃然科学，情

報技術の知 識と応
⽤能⼒ E2.汎⽤的技能 (2)傾聴⼒ (2)向上⼼・探求

⼼ （ 課 題 発⾒
⼒） 

( (1) ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙ (3)柔軟性 (d) 該当分野の専⾨的
知識と問題 解決能
⼒ （2）数量的ｽｷﾙ (4)状況把握⼒ (3)職業意識・ 

勤労観 （3）情報ﾘﾃﾗｼｰ (5)規律性 (e) 社会の要求を解決
するﾃﾞｻﾞｲﾝ能⼒ （4）論理的思考⼒ (6)ｽﾄﾚｽｺﾝﾄﾛｰﾙ⼒ H3.ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾅｰ 

（5）問題解決⼒ I3.前に踏み出す
⼒ 

(1)基本的なﾏﾅｰ (f) ⽇本語による論理
的記述⼒，⼝頭発表
⼒，ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能⼒，
国際的に通⽤するｺ
ﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ基礎的能
⼒ 

E3.態度・志向性 (1)主体性 H4.基礎学⼒ 
（1）⾃⼰管理⼒ (2)働きかけ⼒ (1)読み書き 
（2）ﾁｰﾑﾜｰｸ，ﾘｰﾀﾞｰ

ｼｯﾌﾟ 
(3)実⾏⼒ (2)計算 

・数学的思考 
（3）倫理観    
（4）市⺠としての

社会的責任 
(3)社会⼈常識 (g) ⾃主的，継続的に学

習できる能⼒ H5.取得資格 
（5）⽣涯学習⼒ (1)情報技術関

係 (h) 与えられた制約下
で計画的に仕事を
進め，まとめる能⼒ 

E4.統合的な学習
経験と創造的思
考⼒ 

(2)経理・財務関
係 
(3)語学関係 

(1) ⾃らが⽴てた
新たな課題を
解決する能⼒ 

  (i) ﾁｰﾑで仕事をするた
めの能⼒ 

 
 

表 3-3 就業⼒教育の⽬的 

記号 ⽬   的 
S1 初年次教育を通して⾃らの就業感・勤労観を培う 
S2 ⾃らの⽣き⽅・⽣活の展望を持つ 
S3 専⾨知識がどのように活⽤されるかを学ぶ 
S4 ⽬的意識を持って学修を⾏う 
S5 卒業後に役⽴つ社会的・実践的能⼒を獲得する 
S6 卒業後に職業⼈として必要な最低限の資質を養う 
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（１）キャリア計画 
「キャリア計画」の後半部分では学科別活動を⾏った．各学科とも学科の特性を活か

した活動を⾏い，合宿や⼯場⾒学，研究室での実験実習体験等が活動内容の中⼼であっ
たが，課題として学科間で異なる活動内容の調整，学科間で差の出ない成績認定⽅法の
確⽴があげられる．前者は，活動内容の基本の策定，後者は出⽋や時間換算の厳格化な
どを学科横断で指⽰した．これらの課題はあるものの，各学科教員と学⽣とのコミュニ
ケーション向上や専⾨教育への理解をより深めるためには，有効な活動であったと考え
る．活動を⾏い，講演で聞いた内容を消化して整理統合することに努めた．その結果，
学⽣は継続することの有効性，海外への興味，外国語能⼒，異分野への興味，教養の重
要性といった結論を得るに⾄った． 
 
（２）キャリア設計 

「キャリア設計」の授業では社会⼈となった卒業⽣の講演会を実施し，卒業後間もな
い社会⼈と卒業後ある程度キャリアのある社会⼈の経験談やキャリア形成のためポイ
ントを聞く授業も開催した．1 年⽣が特に傾聴したのは失敗の経験と学⽣時代に何をす
べきかと⾔う点であった．そして，他の学⽣の考えや卒業⽣の講義で学んだ内容をもと
に，各学⽣が⼤学⽣活や将来の計画をどのように⽴案するかについて議論し，さらに，
学⽣たちは卒業⽣の講義内容をもとに，学⽣時代に何を学ぶべきかをグループワークで
話し合った．その議論の結果を要約するために，意⾒の集約・整理・統合を⾏うための
有名なビジネスツールである KJ法を⽤いてトレーニングを⾏なった（Kunifuji，2013）
9)．これらの活動は学⽣が⾃⾝の将来のイメージを明確にするのに効果的であった．図
3-2 は，学⽣同⼠でコミュニケーションを楽しむグループディスカッションを紹介した
写真である．学⽣は，これらの取り組みを通じて，コミュニケーションやチームワーク
など，ジェネリックスキルに関連するさまざまな能⼒を⾝に付けることが期待される．
これらの活動は学⽣に柔軟な思考能⼒と⾃尊⼼も喚起させるもの考える（図 3-3）． 

後半では，学科別のグールプ活動を⾏い，学科に関連する産業や技術，会社研究を⾏
い，ポスター形式での発表を⾏った．なお，教員と履修学⽣全員が参加し，ポスター発
表について相互評価を⾏った．この活動は，グループ内での個⼈の役割を学⽣に認識さ
せること，また協働で作業を⾏うことの重要性を認識させることができた． 

「キャリア設計」で得られた就業⼒育成のための収穫は⼤きいと考えている．それは
前期に⽐して履修者は少ないものの，更なる就業⼒の育成をしようという⽬的意識の⾼
い学⽣が履修したものと考えられ，授業の趣旨を良く理解して活動してくれたことや，
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後半の活動では前述の学⽣の中にさらにリーダー的存在が⽣まれ，グループが⽐較的ス
ムーズに機能したことが感じ取れた．後期の「キャリア設計」で⾏った様々な取り組み
の効果に関するより詳細な評価についても章を改めて報告を⾏う． 
 

図 3-2 学⽣のディスカッションの様⼦ 

 

 

図 3-3 就業⼒育成講義の概要図 
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３．２ 新⼊学⽣の意識の把握 
理⼯学部 1 年⽣全員が必修である「キャリア計画」では，⼊学まもない学⽣の意識を

早く掌握するために，開講早期にいくつかアンケート調査を実施している．多くの学⽣
は⼤学への⼊学時に明確な将来の⽬標を持っていない．初年度の教養科⽬とその後の専
⾨科⽬の学習，そして卒業研究を始める前に，⼊学直後の学⽣の特徴と意識を正確に把
握することが重要である．このために，種々の授業の開始時に種々のアンケートを実施
した． 

群⾺⼤学理⼯学部には，「化学・⽣物化学科」，「機械知能システム理⼯学科」，「環境
創⽣理⼯学科」，「電⼦情報理⼯学科」，「総合理⼯学科」の 5 つの学科があり，学⽣の⼊
学定員は 510名である．学⽣の考えを理解するために，授業では種々のアンケート調査
が⾏われたが，その際，学⽣の携帯電話を⼊⼒機器として使⽤した．実際に教室のスク
リーンに集計データとして投影され，学⽣に同時的にフィードバックされた様⼦を⽰し
たものが図 3-4 である．このシステムを通じて各学⽣の個々の意⾒が匿名で画⾯に投影
され，学⽣たちは他の学⽣がどのような考えや将来のイメージやビジョンを持っている
かを知ることができた．学⽣が⾃分のビジョンと他の学⽣のビジョンとを匿名で⽐較検
討できる可能性を⽰している．これら⼀連のプロセスは，学⽣⾃⾝のキャリアプランの
作成に効果的であり，また，この ICT ベースのインタラクティブアンケートシステム
は，結果を議論するだけでなく，アクティブラーニングをサポートするのにも効果的で
あると思われる． 

2015 年から 2019 年までの 5 年間にわたるデータを収集したが，回答者数は表 3-5 に
まとめられている．回答者の総数は 5 年間で 2,600 ⼈を超え，1 年⽣全員が履修する必
修科⽬での実施であるため，表 3-5 に⽰すように⾼い回答率となり有意なデータを得る
ことができた． 

「キャリア計画」では初回と最終回に共通の設問７項⽬によって調査を⾏っている．
必修科⽬であり理⼯学部新⼊⽣全員の⼊学時点の特質や考え⽅と，⼊学後約半期経過後
の変化を把握することができる貴重なアンケート調査であり後年次のカリキュラム設
計や学⽣指導に有⽤な資料になるものである． 

まず，学⽣の⼊学まもない時期の状況を知ることのできる下記の⼆つの設問に関する
回答について報告し考察する． 
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図 3-4 アンケート結果の提⽰ 

  

表 3-5  質問の回答者数 

 Number of respondents (first question) 
CB MS ES EI IS Total Response rate 

2015 164 123 96 128 31 542 99.3% 
2016 160 117 95 130 30 532 98.2% 
2017 158 118 93 125 32 526 96.7% 
2018 166 114 90 125 32 527 100.0% 
2019 173 125 90 123 33 544 100.0% 
Total 821 597 464 631 158 2671 98.8％ 

 Number of respondents (second question) 
CB MS ES EI IS Total Response rate 

2015 164 123 96 130 30 541 99.1% 
2016 159 116 95 129 30 529 97.6% 
2017 157 118 92 124 32 523 96.1% 
2018 166 114 90 125 32 527 100.0% 
2019 173 125 90 123 33 544 100.0% 
Total 819 596 463 631 157 2664 98.6% 

CB 
MS 
ES 
EI 
IS 

Department of chemistry and chemical biology (160) * 
Department of mechanical science and technology (110) * 
Department of environmental engineering science (90) * 
Department of electronics and informatics (120) * 
Department of integrated science and technology (30) * 
       * Prescribed number of students at admission  (total = 510) 
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（１）⼊学した学部・学科に関する印象の調査 
⼀つ⽬の設問は⼊学した学部，学科に対する印象についての設問である．初回では「こ

れまでの説明を聞いて，⼊学した学部，学科に対する印象は変化しましたか」という質
問をした．また，最終回では「キャリア計画の授業を半期受講して，⼊学した学部，学
科に対する印象は変化しましたか」という質問をした．なお，調査対象は 2011 年から
2019 年までの理⼯学部初年次学⽣全員である．調査の結果を図 3-5 に⽰す．初回に⽐
べて最終回は⽋席学⽣などにより若⼲少ない回答者数になっている．グラフの割合はそ
れぞれの調査の回答者数に対する割合を⽰してある．この結果から，初回は学部学科に
関する印象は「変化していない」という学⽣が多かったのに対して，最終回では「変化
した」という学⽣が多くなっている． 

 

 
図 3-6 は変化した印象の内容を調べた結果である．選択肢として，「学部，学科で勉

強する内容」，「⼤学⽣活」，「先⽣に対するもの」，「卒業後の進路」，「その他」とし，複
数回答可とした．最も多かったものは「学部，学科で勉強する内容」についてであるが，
初回と最終回で最も変化があったものは「卒業後の進路について」であった．これはカ
リキュラムマップによるそれぞれの専⾨科⽬の学びの⽅向性や卒業後の進路について
議論したことが⼀つの原因となっているものと思われる． 
 

図3-5 学部，学科に対する印象の変化 
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（２）⼤学での学習に関する印象の調査 

次に「⾼校までの勉強と⼤学での勉強について，どのように思いますか．⼀つ選んで
ください」として，「違いがある」または「違いはない」いう⼆者選択の質問も⾏った．
その結果，初回では違いがある（92％），違いはない（8％）と，最終回では違いがある
（90％），違いはない（10％）という結果になり，初回と最終回で⽐率に変化ほとんど
なかった．しかしながら，違いがあると答えた学⽣に対して，具体的な違いの内容を，
「勉強の難しさ」，「勉学への姿勢」，「⽬標の⽴て⽅」，「その他」から複数選択してもら
ったところ，図 3-7 のような結果を得た．その結果，多くの学⽣が「勉強の難しさ」や

図 3-6 変化した内容 

図3-7 ⾼校までの勉強と⼤学での勉強の違い 
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「勉学への姿勢」というような勉強に関する点に違いがあると考えていることがわかっ
た．また，「勉強の難しさ」に関しては最終回の⽅が 15ポイントほど増加した結果とな
った．この結果から，キャリア計画や前期の授業を通して，⼤学での勉強の難しさを実
感するようになってきていることも⽰唆された． 
 
３．３ 学⽣の特徴を把握するための調査 

次に新⼊学⽣の特徴の把握のために⼆つのアンケート調査を⾏った．第１の質問は
「この⼤学はあなたの最初の選択でしたか？」である．学⽣は「はい」，「第⼀選択は他
⼤学」，「第⼀選択は別の学部」，「第⼀選択は別の学科」の 4 つの選択肢から回答した．
第２質問は「あなたは⾃分が理科系タイプの⼈間だと思いますか」であった．学⽣は「は
い」，「いいえ」，「わからない」，「理科系タイプの⼈の意味がわからない」から選択した． 

結果を図 3-8 に⽰す．結果は学⽣の約 50％が本⼤学を第⼀選択として選んだことを
⽰している．しかし，学⽣の約 44％が他⼤学への⼊学を望んでおり，つまり．多くの学
⽣が本⼤学に不本意⼊学した可能性があるということである． 
 
 
 
 
 
 

 
図3-8 ⼊学⽣の第⼀希望の割合 

 
理科系タイプかという質問には，学⽣の約 17％が⾃分は理科系タイプではないと答

え，さらに，約 40％の学⽣が「わからない」と答えた．つまり，これらの結果は彼らが
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⾃分の特性が理科系タイプであるかどうかを⾃認できていないことを意味する．学⽣の
持つ志向性が⼤学の特徴に合うかどうかわからないまま，多くの学⽣が⼊学したかもし
れない可能性を⽰している．これらの結果は⼤学⼊学後 1 年⽬の学⽣のモチベーション
の向上と意識向上への取り組みの必要性を強く⽰唆している．図 3-9 に⽰す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．４ 本学のキャリア教育の全体像 

2010 年の⼤学設置基準の⼀部改正では 10)， 

「学⽣が卒業後⾃らの資質を向上させ，社会的及び職業的⾃⽴を図るために必要な能⼒
を，教育課程の実施及び厚⽣補導を通じて培うことができるよう，⼤学内の組織間の有
機的な連携を図り，適切な体制を整えるものとする」 
とされ，これに応じて群⾺⼤学では就業⼒育成⽀援室が設置された．群⾺⼤学は，「学
⽣教育・⽀援体制強化による教育改善」というコンセプトを念頭に，まず初年次教育に
就業⼒科⽬群を設置し，「キャリア計画（必修）」，「キャリア設計（選択）」という講義
を開講した．さらに，２年次においてはプレインターンシップ的な意味合いの強い「イ
ンターンシップ I（選択１単位）」を開講し，接遇，知財，安全，倫理等の座学を受講し
た上で，インターンシップに参加するという形態をとり，従来の「インターンシップ」
の前段階のキャリキュラムを充実させた．これに伴い従来の「インターンシップ」は「イ

図3-9 理系向きかどうかの調査結果 
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ンターンシップ II」として開講することにした．「インターンシップ I」では，「インタ
ーンシップ II」の成果発表会を学⽣が聞くような授業形式を導⼊し，インターンシップ
を通じた教育効果を⾼める仕組みを作っている．さらに，2018 年からは，３年⽣を対
象に「キャリア展開（選択）」を開講し，現代社会の諸問題，経済，国際関係，気候変
動などの現代的課題も内容に加えて，より実社会に近しいキャリア知識の教授にあたっ
ている．学⽣は，その後必要に応じて「インターンシップ II」に参加しており，初年次
に開講している「キャリア計画」や「キャリア設計」に引き続く学⼠課程を⼀貫したキ
ャリア教育を⾏っている．本章冒頭の図 3-1 はこれらの就業⼒関連の教育の流れも⽰し
ている．この図に⽰すように，学⼠課程全体で⼀貫したものとなっている． 
さらに，⼤学院⽣を対象としたキャリア教育科⽬も開講されている．博⼠前期課程で

は，「MOT特論」，「経営⼯学特論」，「ものづくりビジネス」，「アントレプレナーシップ
特論」，「インターンシップ」が開講されており，より実践的な学習ができるようになっ
ている．博⼠後期課程においては，「研究⼈材就業⼒養成基礎」，「実践アントレプレナ
ーシップ特論」，「実践研究リーダーシップ特論」が開講され，研究⼈材育成のためのキ
ャリア教育科⽬が導⼊されている．また，⼤学院におけるキャリア関係講演会や企画な
ども，学⼠課程同様に就業⼒育成⽀援室と共催形式にするなど学内組織間の連携を図っ
ている．さらに，群⾺⼤学の研究・産学連携推進機構内に⾼度⼈材育成センターを設置
して，ポストドクターおよび博⼠後期課程の学⽣を対象とし，産業界においてグローバ
ルに活躍できる博⼠⼈材養成に努めている．特に，博⼠後期課程⼤学院⽣およびポスト
ドクターの就業⼒養成を⾏う組織として，各学部と連携しながら重層的に学⽣の就業⼒
⽀援を⾏っている． 
このような学⽣のキャリア関連のカリキュラムに関しては，急速に変化する時代の要

求や改組などの要因で，変更，改廃をせまられることが少なくない．しかしながら，⼤
学の初年次教育から学部の 4 年間の課程，さらには博⼠前期課程・後期課程と⼀貫して
就業⼒を養うためのキャリア教育は，常に必要な教育体系であると考えられる．このよ
うな観点では，その始点に当たる初年次就業⼒教育が極めて重要であることは明らかで
ある．本研究では，初年次の就業⼒教育の過程で得られた結果や経験をもとに，状況に
応じたキャリア教育プログラムを策定するためのテンプレートも考案している．そのテ
ンプレートを図 3-10 に⽰す 11)． 
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３．５ まとめ 
本章では第２章で定めた「就業⼒教育の⽬的」をもとに，就業⼒育成教育の観点から，

⼤学教育の現場で実践できる授業のあり⽅を⽰した．それを群⾺⼤学理⼯学部で 2011
年から実施している初年次教育において実践した．さらに⼤学⼊学後，早期にしか得ら
れない１年⽣の意識について調査し考察を⾏った． 

⼤学選択には不本意な状況で⼊学したという学⽣が約 50%，理系向きであると⾃認
できない学⽣が約 50%，また，学部・学科に対する印象については，初回に変化したと
回答した学⽣が 43%であったのに対して，最終回の授業では 56%に増加している．変
化した印象で最も多いものは勉強に関してであったが，最も変化の⼤きかったのは，「卒
業後の進路について」であった．⼤学での勉強については前期の講義を通じてその難し
さを実感している結果が得られた．カリキュラムマップによる授業によって，将来を意
識する学⽣が増えたものと考えられる．就業⼒育成の授業内容が影響した結果であると
考える．このように約 4,500 名の理⼯学部初年次学⽣の履修を得て⾏った調査の結果
は，⼀⾒漠然とした質問項⽬であったとしても，⻑期に同じ属性の学⽣に対して実施さ
れて結果を得たことで，⼀定の説得⼒を持ち，⼊学後まもない時期の学⽣の意識を正し
く表していると考えられる．得られた結果は，多くのことを学⽣に思慮させるのに明ら
かに有効であることが読み取れるとともに，⼤学が学⽣に配慮した教育⽅針の設定や教
育改善を⾏うために重要なデータとなる． 

就業⼒育成科⽬は，第２章で定めた「就業⼒教育の⽬的」をもとシラバスの設計を⾏
なった．グループワーク，講演会，⽣活や社会に関する授業，さらに学科別の社会⾒学
や合宿を⾏い，学修へのモチベーションをあげる⼀因となっている．これは学⽣⾃⾝の
近未来像や社会のイメージを想起させるきっかけにもなっている．また，教員側にも，
学⽣の現状を知る良い機会であるとともに，教員の FD としての側⾯にも貢献できる． 
この種の実証的かつ⻑期にわたる調査研究は，昨今の理⼯系学⽣の修学に関する動向

を把握する⼀助となり，ひいては期待される科学技術⼈材の育成に必ず寄与するものと
考える． 
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第４章 就業力育成教育を通した学生の特質の把握 
 
４．１ はじめに 
前章では本学で導⼊した就業⼒育成科⽬である「キャリア計画」と「キャリア設計」

の授業概要について紹介した 1)．「キャリア計画」は理⼯学部１年⽣全員に対して開講
される必修科⽬である．この科⽬では数種のアンケートによって⼊学⽣の意識調査を⾏
った．そのうち，⼊学直後に調査すべき項⽬については前章で報告を⾏なったが，本章
ではその他の調査についても報告を⾏い，その結果を詳細に分析し考察を⾏う．調査は
2011 年から 2019 年まで⾏ったもので，本学理⼯学部の 4,500 ⼈以上の１年⽣の意識や
特質を把握するために実施した．本学はその 100余年の歴史の中で，多く卒業⽣を社会
に送り出し，⽇本の産業界の礎となるべき⼈材を様々な業界に輩出してきた．そういう
意味でも本学理⼯学部に⼊学する学⽣は，わが国の理⼯系志望の平均的かつ⼀般的な姿
と考えることができる．このような理⼯学部１年⽣全員という同⼀属性の集団に⻑期間
にわたる調査を⾏ったが，そこから得られた結果は，現代の理⼯系学部の 1 年⽣の意識
を把握するために重要なデータであると考えることができる．さらにアンケート調査を
通して「キャリア計画」で⾏った授業内容が，就業⼒向上にどのような効果が⾒られた
かについて紹介し，考察を⾏う． 
 
４．２ アンケート調査からうかがえる新⼊学⽣の特質 
表 4-1 は本学の就業⼒育成科⽬の⼀つとして導⼊した「キャリア計画」の具体的内容

である 2)．前章では，この「キャリア計画」の授業内容に関して概略を紹介した．本章
では，より詳細に授業内容を紹介し，就業⼒科⽬の導⼊による効果を分析する．特に，
アンケート調査に基づく学⽣の⼊学直後の意識調査の結果を分析するとともに，前期授
業の終了時のアンケート調査によって，⼊学後，半期の間で，学⽣の意識にどのように
変化が⽣じたかも調査した．なお，これらの調査では，アンケートの⽬的として今後の
教育改善に役⽴てること，学⽣個⼈の成績には関係しないこと，個⼈情報は関係しない
ことを説明したうえで，同意を得て実施した．具体的なアンケートの実施⽅法は，アン
ケート⽤紙を配布して⾏ったもの，ICTを利⽤し，スマートフォン経由でポートフォリ
オシステムを介して⾏ったものの 2 ⽅法によった． 

初回アンケートでは 10項⽬の質問を準備した．そのうちの２項⽬の質問に対する結
果は前章で紹介した．ここではその他の質問に関する結果を報告する． 
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表4-1 キャリア計画の内容1) 

キャリア計画(1年次前期・必修) 
第 1回 
第２回 
第３回 
第４回 
第５回 
第６回 
第７回 
第８回 
第９回 

第 10-15 回 
第 16 回 

ガイダンス，初回アンケート 
カリキュラムマップの説明 
将来のイメージづくり 
将来のイメージづくり,グループディスカッション 
特別講義「⾷育」 
特別講義「租税」 
特別講義「年⾦」 
キャリアアンカーテスト 
図形伝達ゲーム 
学科別⼯場⾒学・合宿等 
まとめ，最終回アンケート 

 
まず，就業⼒という⾔葉に関して「⼤学に⼊学する以前に，就業⼒という⾔葉を聞い

たことがありますか」という質問を⾏った．その結果を図 4-1 に⽰す．図は各年度の回
答者数に対して，聞いたことがあるという学⽣数の⽐率を⽰したものである． 
平均として，14％の学⽣が就業⼒という⾔葉を知っていたと答えている．年度ごとに⾒
ると 2017 年以降の認知度が上がっている． 

次に⼊学の意思決定に関して，⼤学や学部・学科の選択に関する⼆つの質問を⾏った．
まず⼀つ⽬は「⼤学進学を決めた理由は何ですか．最も⼤きな理由を⼀つ選んで下さい」
という質問である．選択肢として「好きな分野の勉強をしたい」，「就職に必要と考えた
から」，「皆が進学するから」，「その他」の４項⽬とした．なお，調査の対象年や⼈数は
図 4-1 と同様である．その結果を図 4-2 に⽰す． 
図からわかるように「好きな分野の勉強をしたい」と「就職に必要と考えたから」が

ともに⾼い値となった．多くの学⽣が将来の就職について考えて⼤学への進学を選択し
ていることがわかる．⼀⽅で，皆が進学するからという消極的な理由は少なく，ほとん
どが勉強をしたいや就職に必要というような積極的な理由で進学を決めていることが
わかる．なお「その他」を選択した学⽣の理由としては「⾃宅に近いから」や「親の勧
め」，「先⽣の勧め」などが⾒られた． 
もう⼀つの質問として「⼊学する学部，学科を決めた理由は何ですか．最も⼤きな理

由を⼀つ選んでください」と設定し，学部や学科の選択理由を調べた．選択肢としては
「⾃分の好きな分野だから」，「⼈気のある分野だから」，「役に⽴つ分野だから」，「就職
に有利だから」，「先⽣に勧められて」，「その他」の５項⽬とした．調査年度や学⽣数は
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上記と同様である．結果を図 4-3 に⽰す 
70.7％の学⽣が好きな分野だからと答えており，他の理由を⼤きく離して⾼い値とな

っている．次に 12.0％の学⽣が役に⽴つ分野だからと答え，次いで 8.9％の学⽣が就職
に有利だからという理由を選択している．図 4-2 と⽐較すると，⼤学⼊学の理由として
は就職に必要という理由を 40％以上の学⽣が選択しているが，学部や学科に対しては
「就職に有利」という選択よりも「好きな分野だから」という理由を選択している点が
興味深い．また，図 4-2 と同様に「先⽣に勧められて」や「⼈気のある分野だから」の
ように，積極的ではないような選択肢を選んでいる学⽣は少ないことがわかる．ただし，
このアンケートは⼤学⾃体への進学希望や，学部・学科選択に関する内容になっている．
本学の理⼯学部への⼊学意識とは若⼲異なる可能性がある．そこで，2014 年から上記
のアンケート調査以外のアンケートも実施した．調査時期は，３回⽬あるいは４回⽬の
授業時間内で⾏った． 

 
 

 
図4-1 「就業⼒」の認知度 



 42 

 
図4-2 ⼤学進学を決めた理由 

 

 
図 4-3 学部学科を選択した理由 

この設問は前章でも触れたが今⼀度紹介する．本学への⼊学が第１志望であるか，あ
るいは他⼤学等への希望であったかを調べるために，「群⾺⼤学理⼯学部に⼊学するに
あたり，⼊学動機をうかがいます」という問い⽅で，「第⼀希望」，「他⼤学を希望」，「他
学部を希望」，「他学科を希望」を選択肢として，⼀つを選ぶ形式でアンケートを取った．
調査年度は 2014 年から 2019 年までの６年間で，回答学⽣数は 2,676 ⼈である．結果
を図 4-4（前章の図 3-8 と同じ図であるが本章の議論のために再度掲載する）に⽰す． 
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この結果から，第⼀希望で本学に⼊学してきた学⽣は約半数程度で，45％程度の学⽣
は他⼤学を希望していたことがわかる．また，数パーセントの他学部⼊学希望も⾒られ
た．なお，年度による違いはあまり⾒られなかった．このようなことから，⼊学時点で
は，いわゆる「不本意⼊学」と⾔われるような学⽣が相当数いることがわかる．したが
って，⼊学した学⽣に本学で勉学を⾏うモチベーションが⽣まれるような導⼊教育を⾏
うことが重要と思われる． 

次に「あなたは⼤学，学部を選ぶにあたりどういう基準で選びましたか」という質問
を⾏った．選択肢は「⾃分の希望」，「偏差値」，「希望と偏差値」，「受験科⽬」，「その他」
とした．調査年度は図 4-4 と同じ期間である．回答者数は 2,676 ⼈である．結果を図 4-
5 に⽰す． 

⼤学や学部の選択について「⾃分の希望」と答えた学⽣は 34％程度であるのに対し
て，14％の学⽣は「偏差値」が選択の基準なっていたことがわかる．また，40％以上の
学⽣が「希望と偏差値」と答えており，偏差値が⼤学や学部選択の基準として⼤きな判
断材料になっていることがうかがえる．これらの結果から，⼊学初年次の段階では多く
の学⽣が「⾃分の希望」以外の基準で⼤学や学部選びをしていることが⽰唆されており，
⼊学時点で将来どのような専⾨領域で⾃⾝の適正が活かせるか明確な意識を有してい
ない可能性がある． 
これも全章で触れたが今⼀度紹介する．「⾃分は理系⼈間（理系向き⼈間）だと思い

ますか」という質問も設け，「そう思う」，「思わない」，「わからない」，「理系向きの意
味が分からない」を選択できるようにした．その結果を図 4-6（前章の図 3-8 と同じ図
であるが本章の議論のために再度掲載する）に⽰す． 
この結果から，⾃分を理系向きの学⽣だと思っている学⽣は平均 40％以下で，「わか

らない」と答えている学⽣が約 40％という結果であった．また「思わない」学⽣も 16％
程度いることがわかる．年度での違いを⾒ると，徐々に理系向きだと考えている学⽣の
⽐率が上がる傾向にはあるが，依然として 50％以上の学⽣が「思わない」や「わからな
い」と答えている． 
図 4-4〜図 4-6 の結果を⾒ると，⼊学⽣の多くが必ずしも明確な意思を持って理⼯学

系の分野を⽬指しているとは限らないことが⽰唆される．ただ，ここで注⽬すべきは図
4-3 に⽰された結果である．新⼊学⽣の学科の選択要因に「好きな分野だから」という
回答が調査対象の学⽣（4,842 ⼈）の 70.7%から寄せられている．⼤学選択には不本意
な状況で⼊学したという学⽣が約半数，理系向きであると⾃認できない学⽣が約半数，
こういう結果のもとで，最初のキャリア選択の⼊り⼝とも⾔える⼤学⼊学に際して
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70％以上の学⽣が「学びたい分野だから」と群⾺⼤学に⼊学してくることは，⾒⽅を変
えれば，明確さはないまでも，学⽣の⾃⾝の意思で，⾃分に対してそれなりの折り合い
をつけて⼊学していると思われる．むしろ，⼤学はそのことをしっかりと察知し，学⽣
の意思を理解しなければならない．学⽣がモチベーシションを⾼め，⾃⾝で発想・構想
でき，有意義な学⽣⽣活を送ることができるよう，カリキュラムの設計，学⽣指導，環
境整備等を⾏うことは⼤学の責務である． 

 
図4-4 ⼊学⽣の第１希望の割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 4-5 ⼤学，学部を選ぶための基準 
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４．３ 「キャリア計画」の授業内容の詳細と効果 
就業⼒育成事業として導⼊した「キャリア計画」は１年⽣前期の必修科⽬として開講

されている．また，教養科⽬の中の就業⼒育成科⽬という分類で設置されている．この
科⽬の単位取得が２年⽣への進級要件の⼀つとなっているために，必ず新⼊⽣全員が履
修し単位を取得せねばならない．授業内容は表 4-1 に⽰す通りであるが，初回と最終回
には上記のアンケート調査を⾏っている． 

第２回⽬の授業では「カリキュラムマップ」3)を⽤いた講義を⾏っている．カリキュ
ラムマップは各学科で⾏う授業科⽬の学年ごとの進⾏を図⽰化したもので，各学年で学
ぶ専⾨科⽬の内容や，教養科⽬と専⾨科⽬の関連，科⽬間の関連などを⽰したものであ
る．アンケート結果からもわかるように，⼊学時には⾃分が進もうとする分野を明確に
意識していない学⽣も多いことから，１年⽣の早い時期に後年次で⾏う専⾨科⽬に関す
る概要を理解できるカリキュラムマップを⽰し解説することは，所属分野の理解に有効
と思われる．なお，カリキュラムマップの説明には理⼯学部各学科の教員が参加して⾏
っている． 

第３回⽬，第４回⽬の授業では「将来のイメージづくり」を⾏っている．まず第３回
⽬では，同じ学科の学⽣で８名程度のグループを作り，各⾃，⾃⼰紹介を⾏う．これを
通して⾃分以外の学⽣が，どのような将来の⽬標を持っているか，また理⼯学部を選択
した理由などを知ることができる．このような⾃分と他の学⽣との対⽐を通して，同年

図4-6 理系向きかどうかの調査結果 



 46 

代の他者の考えを参考にすることによって，⾃任に陥らない⾃⼰の将来を構想する機会
が⽣まれることが期待できる． 

第４回も「将来のイメージづくり」として，第３回と同様に８名程度のグループで実
施している．ただし，この場合は他学科の学⽣が混在する形でグループを形成している．
また，この回ではグループごとに⼤学での４年間の⽬標や，１年⽣のうちに⾏う修学内
容をディスカッションさせ，グループとしての意⾒を集約して授業の終わりにグループ
代表が発表する形態をとった．発表の中では「⾃分の苦⼿を克服する」や「⽬標を持っ
て取り組む」，「英語能⼒を⾼める」，「友⼈をつくる」など，様々な前向きな意⾒が⾒ら
れた．このような取り組みを通して，⼤学で学ぶことの⽬標や将来の構想などを考える
きっかけが，学⽣の意識の中に⽣まれると考える． 

第５回⽬から第７回⽬までは，外部講師を招聘して「⾷育」の話，「租税」，「年⾦」，
「保険」に関する講義を実施している．就職後に社会に出た際に必要になる最低限の知
識を学ばせている． 

第８回ではエドガー・シャインが提唱したキャリアアンカーテストを実施している．
このテストは，⼈がキャリアを選択する際に，犠牲にしたくない最も⼤切な価値観をど
のように持っているかを判定するものであり，企業や⼤学のキャリア教育の中で利⽤さ
れている 4)．この授業では，⾃分が考えている⾃⼰の価値観（コンピテンス）と，キャ
リアアンカーテストから導かれるコンピテンスの相違を確認することを⾏っている．こ
のような取り組みは，⾃⼰の価値観と⽬指すキャリアとの関連を意識するためにも有効
である． 

第 10回以降は，各学科が個別に⼯場⾒学や研究室⾒学，合宿等を⾏う内容となって
いる．これらの授業によっても各学科で学ぶ内容の概要が伝えられ，学⽣⾃⾝の将来へ
の構想や後年次で学ぶ専⾨科⽬に関する知識へとつながる内容となっている． 
以上のような授業によって，学⽣の意識にどのような変化が⽣じたかを分析した．上

述のアンケート調査は，主に授業の初回に⾏ったものであるが，次項では初回と最終回
のアンケートの共通項⽬について⽐較する． 
 
４．４ アンケート調査で得られた結果と考察 
図 4-7 は「卒業後，就職するために必要なものは何か」を質問した結果である．図で

は初回と最終回のアンケート結果を同時に⽰している．調査は 2011 年から 2019 年ま
での 9 年間で初回の総回答者数が 4,842 ⼈，最終回の総回答者数は 4,312 ⼈である．選
択肢として，「出⾝⼤学」，「出⾝学部学科」，「成績」，「個⼈の能⼒」，「先輩の存在」，「先
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⽣学校の推薦」，「資格」，「その他」を準備し，複数の選択を可能とした．なお図中の割
合は，アンケートごとの⼈数割合を表している．この結果を⾒ると，90％近い学⽣が個
⼈の能⼒と考えていることがわかる．次いで，「資格」や「成績」となっている．また，
初回と最終回の差は⼤きくない．若⼲差が現れた項⽬は，出⾝学部や学科が増加してい
るように⾒える．これは各学科の専⾨内容の理解が進んだ結果かもしれない． 

 
図 4-8 は「就職後，仕事をするために必要なものは何か」という質問の結果である．

選択肢は「専⾨知識」，「調べる⼒」，「発表する⼒」，「⼈と話す⼒」，「⽂章を作る⼒」，
「友⼈を作る⼒」，「その他」として，複数選択可能とした．この結果，90％近くの学⽣
が「⼈と話す⼒」が重要と考えていることがわかる．次いで「発表する⼒」，「専⾨知識」
となっている．これに関しても，初回アンケートと最終回アンケートで⼤きな変化は⾒
られない．複数選択となっていることもあり，いろいろな⼒が複数必要と考えているこ
とがうかがえる．また，⼀⼈の学⽣が平均 3.06個の項⽬を選択していた． 

 

図4-7 卒業後，就職するために必要なもの 
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第３回の授業で「就業⼒とはどんな⼒だと思いますか．あなたの考えを具体的に記⼊

してください」という問いを⾏い，同様に最終回（第 16回）で「キャリア計画の授業
を受けて就業⼒とはどのような⼒だと感じましたか．あなたの考えを具体的に記⼊して
ください」という質問を設定した．ともに⾃由記述式としたために，直接⽐較データと
することができなかったために，学⽣の回答に現れる⽂章の中の単語抽出を⾏った．単
語抽出には⾃動抽出サービスのサイトを利⽤した 5)． 
この⾃動抽出により，頻度の⾼い単語を 12個抽出した．そのうえで，⼀⼈の学⽣が

回答⽂章の中に同じ単語を複数回⽤いている可能性があるので，その単語が使われてい
る回答セル数を再カウントすることで，その単語を⽤いている学⽣数を割り出した． 
この調査は，2018 年度と 2019 年度のデータについて⾏った．その結果を図 4-9 および
図 4-10 に⽰す．第３回⽬の結果と最終回（第 16回）⽬の結果ではいくつかの項⽬で変
化が⾒られた．第３回のアンケートでは「就職」や「社会」という「就業⼒」という⾔
葉から連想される単語が⾼い頻度で抽出されていることがわかる．⼀⽅，最終回（第 16
回）では「⾃分」という単語が最多で検出されている．また，頻出頻度は少ないが，「企
業」や「仕事」という単語に関しては第３回に⽐べて最終回（第 16回）の⽅が減って，
逆に「⽣活」や「⽬標」というような，⾃分⾃⾝に関係するような単語が，第３回に⽐
べて最終回（第 16回）に増加していることがわかる．このような結果となったのは，
キャリア計画の授業で実施した様々な取り組みを通して，⾃らのことを考えるようにな
ったことが反映されているためと思われる． 

図4-8 就職後仕事をするために必要なもの 
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さらに授業の効果を調べるために 2019 年の後期の「キャリア設計」の授業履修者に

対して，「⼊学時点を振り返って⼤学で学びたいことや⼤学で学ぶことの⽬標を明確に
持っていましたか」という質問のアンケートを⾏った．回答者数は 196 ⼈である．結果
を図 11 に⽰す．この結果から，⼊学時点では⼤学で学ぶことの⽬標を明確に持ってい

図4-9 「就業⼒とはどのような⼒か」に対して 
抽出された⽤語の頻度割合（2018年） 

図4-10「就業⼒とはどのような⼒か」に対して 
抽出された⽤語の頻度割合（2019年） 
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たと答えたのは 60％程度となっており，40％程度の学⽣は持っていなかったことがわ
かる．持っていたという学⽣に対しては「キャリア計画で学んだカリキュラムマップは，
⾃分の学科のカリキュラム内容を知るうえで参考になりましたか」という質問を⾏った．
その結果も図 4-11中に⽰した． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
参考になったと答えた学⽣は約 78％であり，カリキュラムマップの授業が，⾃分の

専攻学科で今後学んでゆく内容を知るのに有効であったことがうかがえる．⼀⽅，⼤学
で学ぶことの⽬標を明確に持っていないと答えた学⽣に対しては，「キャリア計画の授
業を受ける前に⽐べて，授業を受けたことによって⼤学で学ぶことの⽬標が明確になり
ましたか」という追加質問を⾏った．この結果も図 4-11中に⽰した．「少し明確になっ
た」と「明確になった」と答えた学⽣は，約 78％となり，キャリア計画の授業で⾏った
様々な内容が，明確な⼊学後の⽬標を持っていなかった学⽣に対して，⽬標を⾒つける
のに役⽴っていることがうかがえる．しかしながら，「明確にならない」や「わからな

図4-11 キャリア計画による「⼤学で学ぶ⽬標」への効果 
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い」という学⽣も依然として存在し，⾼年次に向けて継続したキャリア教育の取り組み
が必要であることが⽰された． 

また，「前期を通して，⾃分の将来について考えるようになりましたか．」という質問
を⾏った． 2011 年から 2015 年までの回答を集積したが，回答した学⽣総数は 988 ⼈
であった．回答者数は表 4-4 にまとめられている．回答率は毎年 100％で「はい」また
は「いいえ」を選択させた．得られた結果を図 4-12 に⽰す．学⽣の 80％以上が「はい」
と回答した．2019 年にも同様の調査が「キャリア計画の授業はあなたに⾃⾝の将来に
ついて考える機会を与えましたか．」という⽂⾔に少し修正されて⾏われたが，その結
果を図 4-13 に⽰す．回答者数は 196名で「いいえ」と答えた学⽣はいなかった．回答
者の 70％以上が「はい」と答えた．これらの結果は，「キャリア計画」の授業が学⽣に
⾃⼰の将来について考える良い機会を与えたことを⽰唆している． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 4-4 「キャリア設計」で⾏なったアンケート回答者数 

 回答者数 回答率 

2011 197 100% 

2012 213 100% 

2013 200 100% 

2014 156 100% 

2015 222 100% 

Total 988 100% 

図 4-12「前期を通して，⾃分の将来について考えるようになりましたか」 
のアンケート結果 (2011-2015) 
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４．５ まとめ 

2010 年に導⼊した就業⼒育成事業により，初年次学⽣に対して「キャリア計画」と
「キャリア設計」という科⽬を開講した．特に前期に開講する「キャリア計画」の授業
では，⼊学⽣の特質や意識を調べるためのアンケート調査を実施したが，この調査結果
から，以下のことが確認できた．⼤学への進学を決めた理由としては「好きな勉強をし
たい」や「就職に有利だから」といった積極的な理由が多かった．しかしながら，⼤学
を選択する基準としては「偏差値」や「希望と偏差値」といったものが多く，単純に「⾃
分の希望」とする答えよりも多い結果となった．また，⾃分を理系向きかどうかについ
て問うたところ，「そう思わない」と「わからない」の合計が「そう思う」よりも上回
る結果となった．さらに「キャリア計画」の授業がおよぼした効果について，2019 年
に⾏ったアンケート調査によると，⼊学時点に「⼤学で学ぶことの⽬標を明確に持って
いたか」を調査した結果では，40％近くの学⽣が持っていなかったと答えていたが，「キ
ャリア計画」終了後には 78%の学⽣が明確になったと肯定的な意識を持つようになっ
た．また，2011 年から 2015 年と 2019 年の調査によって，70%から 80%の学⽣が前
期，「キャリア計画」で⾃⾝の将来について考えるようになったと答えている．このよ
うなことから，⼤学で学ぶことの意義や⽬標を初年次教育において考えさせ，⾼年次の
専⾨教育へ繋ぐカリキュラム設計がいかに重要であるか，ということが⽰唆された．ま
た，「キャリア計画」の授業が，明確な⽬標が定まらない学⽣の意識に変化をもたらす
ことができたか，⾃⾝の将来について意識するようになったか，ということも分析した
が，カリキュラムマップの活⽤，グループディスカッション等を通して⾃分以外の学⽣
の考えを聞くなどの機会などを提供したことで，意識変化を与える効果があったことが
確認できた． 

Did the career 
planning class give 
you an opportunity 
to think about your 

future?

N=196
(2019)

Yes
71.4%

Neither 
Yes nor No

28.6%

No 0 %

図 4-13 「キャリア計画の授業はあなたに⾃⾝の将来について考える機会を与えましたか」 
のアンケート結果(2019) 
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第５章 就業力育成教育におけるコニュニケーションと 

チームワーク活動への取り組み 
 
５．１ はじめに 

コミュニケーション能⼒の向上とチームワーク⼒の強化は，⾼等教育においても重要
な課題である．たとえば，Accreditation Board for Engineering and Technology（ABET）
や⽇本技術者教育認定機構（JABEE）は，これらを認定プログラムの重要な基準として
採⽤している．それらは学⽣が⾝につけるべき重要な能⼒としてジェネリックスキルに
もあげられている．個別の専⾨性に関わりなく⼀般的に必要なスキルを学ぶことの重要
性は，ジェネリックスキルと呼ばれる概念として，1980年代に導⼊されて普及してきた
1),2)．例えば，⽂部科学省が導⼊した学⼠⼒3)や，経済産業省が提案している社会⼈基礎
⼒4)などがあげられる．また，我が国のJABEE5)や⽶国のABET6)などで導⼊されている
教育プログラムの評価基準にも，ジェネリックスキルとしてあげられるコンピテンス
（必要な能⼒）が含まれている．本論⽂では，就業⼒概念の位置づけをジェネリックス
キル，学⼠⼒，JABEEの評価基準との関連性の中で⽰し，本学が実施している就業⼒育
成科⽬での取り組みの紹介を⾏った7). 
これらジェネリックスキル，学⼠⼒，JABEEの評価基準などで，重要な共通のコンピ

テンスとして取り上げられているものにチームワーク⼒がある．本章では，このチーム
ワーク⼒がジェネリックスキルなどの様々な概念の中でどのように位置づけられてい
るかを概観し，その重要性を確認する．さらに，チームワーク⼒を発揮するために必要
となるコミュニケーション⼒についての取り組みを紹介し，その効果について報告する． 
 
５．２ 様々なジェネリックスキル概念におけるコミュニケーションスキルとチームワ

ークスキルの導⼊ 
コミュニケーションスキルは，産業やビジネスに不可⽋な技能であるとし，チームワ

ークに関する既存の研究も調査されている（McEwan et al.,2017; Lacerenza et al，2018; 
Wu＆Chen，2014）8),9),10)．チームを構築して活動することはビジネスと産業分野にお
ける研究の重要な課題であるが（Saraswat＆Khandelwal，2015; Purohit，2015; Sulaiman 
et al，2012）11),12),13)，⾼等教育においても⼤学⽣のコミュニケーション能⼒を⾼めるこ
とは⼤変重要な課題である．チームワーク能⼒もさまざまな職場環境で不可⽋な能⼒で
あり，特にチームワークは技術⾰新，技術開発には必須の要素である．そのために，社
会のニーズとしても，⼤学には教育を通じたチームワーク能⼒育成の期待が寄せられて
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いる（Mohd-Yusof．2015 年，Lingard，2010 年，Lingard＆Barkataki，2011 年）14),15),16)． 
ジェネリックスキルの概念は 1985 年にオーストラリアのカーメル委員会によって最

初に定義され（ANTA，2003 年）1)，⼤学卒業⽣の雇⽤適正を向上させるための能⼒を
開発したメイヤー委員会に継承された．このような中で，初等中等教育におけるコミュ
ニケーションやチームワークの重要性が取り上げられている．2002 年には，P.Hagerら
が⾼等教育においてもコミュニケーションやチームワークの領域を含めたジェネリク
スキルの重要性に⾔及している 17）．学⽣のコミュニケーション能⼒の向上は重要な研
究課題であり，その取り組みはさまざまな分野で考案され，実施された．⼤学教育にお
けるチームワークスキルに関する研究も⾏われ（Rodzalan＆Saat，2012; Rahman et al．，
2011，Yong＆Ashman，2019; Le＆Tam，2008）18),19),20),21),その効果が評価された．チ
ームワーク能⼒はプロジェクトベースラーニング（PBL）を通じて調査され（Borhan，
2012 年）22)たり，別の研究では協調学習または協同学習を扱う研究も⾒られた．チー
ムで特定の問題を解決するこれらの⼿法は⾮常に効果的な学習を⽣み出すと考えられ
ており（Gokhale，1995; Ghazali et al．，2019; Gillies，2016;Estébanez，2017）23,)24),25),26),
⽶国の⼯学分野の学⽣は⾼等教育の最終段階で「キャップストーンデザインコース」を
受講する（Viswanathan，2017 年; Glakpe et al．，2010 年）27),28)．この活動では，学⽣
はチームで実際の問題を解決するが，この活動がチームワーク能⼒を⾼め，⼤学教育と
産業界の架け橋を形成するのに⾮常に効果的であるとされている． 

⽇本はチームワーク能⼒を⾼めるためにいくつかの教育改⾰を推進した．中央教育評
議会は 21世紀の教育改⾰戦略を発表したが（⽂部科学省，2001 年）29)，⽂部科学省は
2008 年，中央教育評議会の提⾔に応えて「学⼠⼒」を提案している．これは，ジェネ
リックスキルの概念に類似していたが，コミュニケーション能⼒とチームワーク能⼒は，
⼤学で習得するべき重要な能⼒として位置付けられた（⽂部科学省，2012 年）30)． 

ジェネリックスキル概念の導⼊やその後の展開については，例えば⽂献1)や⽂献2)に
詳しく述べられている．  

⼤学の教育プログラムの質保証システムとして，⽶国ではAccreditation Board for 
Engineering and Technology（ABET）が1980年に設⽴され，我が国においても⽇本技
術者教育認定機構（JABEE）が1999年に設⽴された．これらの機関が設けている認定基
準の中にもコミュニケーション能⼒やチームワーク能⼒が盛り込まれており，まずここ
ではその内容を概観しておく． 
表5-1はABETの認定基準の年代的な変化をまとめたものである(例えば⽂献6)を参

照)．コミュニケーション能⼒やチームワーク能⼒に関する項⽬については，たびたび
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⾒直されていることがわかる． 
 

表5-1 ABET Criteria におけるコミュニケーションおよびチームワークに関する認定基準 
Accreditation 

Cycle 
Criteria 

（コミュニケーション，チームワークに関わる部分のみを抽出） 

2009-2010 (d) an ability to function on multidisciplinary teams 
(g) an ability to communicate effectively 

2010-2011 ↑同上 
2012-2013 ↑同上 
2012-2013 ↑同上 

2015-2016 

e. an ability to function effectively as a member or leader on a technical 
team 

g. an ability to apply written, oral, and graphical communication in both 
technical and nontechnical environments 以下省略 

2017-2018 ↑同上 

2019-2020 

3. an ability to communicate effectively with a range of audiences 
5. an ability to function effectively on a team whose members together 

provide leadership, create a collaborative and inclusive environment, 
establish goals, plan tasks, and meet objectives 

 
表5-2 ジェネリックスキル概念に導⼊されたコミュニケーションスキルとチームワークスキル 

（太字部分，※NCVER：オーストラリア公⽴職業教育研究センター） 
Generic skills (NCVER) 

Basic/fundamental skills Literacy, Using numbers, Using technology 

People-related skills Communication skill, Interpersonal skill, Teamwork skill, 
Customer-service skill 

Conceptual/thinking skills Collecting and organizing information, Problem-solving, ほか 

Personal skills and attributes Being responsible, Resourceful, Flexible, Able to manage own 
time，ほか 

Skills related to the business 
world Innovation skills, Enterprise skills 

Skills related to the community Civic or citizenship knowledge and skills 
学士力（文部科学省） 

知識・理解 多文化・異文化に関する知識の理解，人類の文化，社会と自然に関
する知識の理解 

汎用的技能 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ・ｽｷﾙ，数量的ｽｷﾙ，情報ﾘﾃﾗｼｰ， 
論理的思考力，問題解決力 

態度・志向性 自己管理力，ﾁｰﾑﾜｰｸ・ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟ，倫理観， 
市民としての社会的責任，生涯学習力 

総合的な学習経験と創造的思考力 
社会人基礎力（経済産業省） 

前に踏み出す力 主体性，働きかけ力，実行力 
考え抜く力 課題発見力，計画力，創造力 
ﾁｰﾑで働く力 発信力，傾聴力，柔軟性，状況把握力，規律性，ｽﾄﾚｽｺﾝﾄﾛｰﾙ力 

就職基礎能力（厚生労働省） 
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力 意思疎通，協調性，自己表現力 
職業人意識 責任感・主体性，向上心・探求心（課題発見力），職業意識・勤労観 
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾅｰ 基本的なﾏﾅｰ 
基礎学力 読み書，計算・数学的思考，社会人常識 
資格取得 ― 
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表5-2に⽰すように，我が国では⽂部科学省が「学⼠⼒」，経済産業省が「社会⼈基礎
⼒」，厚⽣労働省が「就職基礎能⼒」という概念をそれぞれ提案し，その中にコミュニ
ケーションやチームワークに関するコンピテンスを導⼊している．このように，コミュ
ニケーション能⼒やチームワーク能⼒の重要性が認識されている． 
JABEEでも⽇本技術者教育認定基準としていくつかの基準が設けられている．2010

年度からの基準ではコミュニケーション能⼒に関して下記のような記述が盛り込まれ
ている5）． 

 
(f)⽇本語による論理的な記述⼒，⼝頭発表⼒，討議等のコミュニケーション能

⼒および国際的に通⽤するコミュニケーション基礎能⼒ 
 
ただし，この年度の範囲ではチームワーク能⼒に関する基準は導⼊されていない．2012
年に⾏われた認定基準改定においては，下記のようにチームワーク能⼒に関する項⽬が
導⼊された5）． 
 
(f)論理的な記述⼒，⼝頭発表⼒，討議等のコミュニケーション能⼒ 
(i)チームで仕事をするための能⼒ 

 
2019年度からの基準でも同様に設定されている．このチームワーク能⼒に関しては，

2013年に⾏われたJABEE-⽇本⼯学教育協会が共催したワークショップおいて，「『チー
ムワーク⼒』に関する学習・教育到達⽬標の設定について考えるべき事」が公表され31），
チームとして成果をあげるために必要なものとして， 

 
• ⾃⼰のなすべき⾏動を判断し，実⾏できる（メンバーの能⼒）  
• 他者の取るべき⾏動を判断し，そのように⾏動させるように働きかける事が

できる（リーダーの能⼒） 
 
を提案している．このように⼯学教育においてもコミュニケーション能⼒だけではなく
チームワーク能⼒の向上が重要視されてきたことがわかる． 
さらに近年では，複数の学⽣がチームになって問題解決に取り組む授業Problem-

Based-Learning(PBL)や，Cooperative-LeaningあるいはCollaborative-Learningと呼ば
れる授業，Capstone Programと呼ばれる実社会の課題解決をそれまでの学習の総仕上
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げとして経験をするプログラム等32)-38)が，様々な⼤学で導⼊されている．これらはすべ
て，チームワーク能⼒が問われる学習になっている． 

しかしながら，我が国の多くの理⼯系⼤学の教育カリキュラムではグループワークや
チームワークを中⼼とした授業形態は必ずしも⼗分ではない．特に，初年次教育への導
⼊は少なく，仕上げのPBL科⽬とされている卒業研究では，個⼈研究が中⼼になってい
る場合が多い． 
 
５．３ 初年次学⽣のコミュニケーションに関する意識 

群⾺⼤学理⼯学部では，初年次学⽣を対象に就業⼒育成科⽬として「キャリア計画（理
⼯学１年⽣必修）」と「キャリア設計」という科⽬を開講している．これらの授業では
初年次学⽣の意識調査を⻑年おこなっており，既報でも結果を報告した7),39）．このアン
ケート調査の中で「就職後，仕事をするために必要なものは何か」という質問を，2011
年から2019年までの９年間にわたり約4,800⼈の学⽣に対して⾏った．選択肢としては
「専⾨知識」，「調べる⼒」，「発表する⼒」，「⼈と話す⼒」，「⽂章を作る⼒」，「友⼈を作
る⼒」，「その他」として，複数選択可能とした．その結果，最も多かった答えは「⼈と
話す⼒」であった．調査年度別に「⼈と話す⼒」を選択した学⽣の⽐率をまとめた結果
を図5-1に⽰す．また，対⽐のために「専⾨知識」と答えた学⽣の⽐率も同図中に⽰し
た． 

年度によって若⼲の差はみられるが，いずれの年度においてもほぼ 90％の学⽣が「⼈
と話す⼒」が重要と考えていることがわかる．⼀⽅，「専⾨知識」と答えた学⽣は 50％
から 70％程度であり，専⾨的な知識よりも⼈と話す⼒が仕事をするうえで重要と考え
ていることがうかがえる．これは⼊学初年次の段階で，すでにコミュニケーション⼒の
重要性を学⽣が強く意識していることを⽰しており，興味深い結果といえる． 
 
５．４ 就業⼒育成科⽬におけるコミュニケーション⼒やチームワーク⼒向上の試み 

「キャリア計画」と「キャリア設計」の授業内容をまとめたものを表5-3に⽰した．
前後期を通してグループ活動を多く取り⼊れている．グループとチームの違いに関して
中部ら40）は，「⼀般にチームとは，『成果に対する説明責任を共有する個⼈が，互いに依
存しあうグループ』と定義され，個⼈に割り当てられたタスクを完遂できればいいグル
ープは，チームと明確に区別される」としている．本論⽂でもこの定義に従ってグルー
プワークとチームワークを区別して⽤いるが，授業の中で⾏ったアンケート調査等では，
これらを明確には区別していない． 
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前期の「キャリア計画」では，第２回⽬にカリキュラムマップを配布し，所属する学
科の教育⽬標や特徴を紹介すると同時に，４年間のカリキュラム内容を学ぶ．また，第
３回⽬の授業では，第２回⽬に学修したカリキュラムマップを題材にグループワークを
⾏う．さらに，第４回⽬では⾃分の強みと弱みや将来像をテーマにグループワークを実
施する．具体的なグループワークの内容を表5-4に⽰す．これらによって，⼊学直後に
は顔⾒知りが少ない学⽣に，徐々に友⼈を増やしやすい環境を提供し，⾃分の今後の⼤
学での過ごし⽅や将来を構想するきっかけづくりを⾏う．また，これらを通してグルー
プワークの⽅法や，初対⾯の学⽣とのコミュニケーションの取り⽅を学ぶことになる．
グループワークは8名から10名程度のグループを形成した． 
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90.9%

89.3%

90.2%

90.2%

87.0%
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87.8%

63.3%
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58.9%

53.4%

66.7%

70.1%
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専門知識

2019
(534人)

2018
(526人)

2017
(530人)

2016
(535人)
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(571人)

2014
(562人)

2013
(526人)

2012
(453人)

2011
(605人)

就職後，仕事をするために必要なものは何か（回答のうち

「専門知識」と「人と話す力」のみを比較）

人と話す力

図5-1「就職後，仕事をするために必要なものは何か」に関するアンケート結果 
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前期 キャリア計画 必修科⽬ 
第１回 キャリア計画ガイダンス 
第２回 カリキュラムマップによるカリキュラムの説明 
第３回 グループワーク① カリキュラムマップの復習 
第４回 グループワーク② ⾃分の強みと弱み，将来像 
第５回 講演会：租税教育（税務署） 
第６回 講演会：⾷育，健康管理 
第７回 キャリアアンカーテスト 
第８回 講演会：年⾦と社会保障（年⾦事務所） 
第９回 学内教員講演会：研究者としてのキャリア 

第 10〜15回 学科別活動（研究室・⼯場⾒学，合宿等） 
第 16回 まとめ，アンケート調査 

 

後期 キャリア設計 選択科⽬ 
第１回 ガイダンス 
第２回 講演会：財政と⾦融（財務事務所） 
第３回 プレゼンテーション技法 
第４回 コミュニケーション技法 
第５回 図形伝達ゲーム 
第６回 卒業⽣講演会 
第７回 グループワーク③ ＫＪ法 
第８回 講演会：地元ベンチャー企業 
第９回 グループワーク④：⾃⼰ＰＲ，キャリアプラン作成 

第 10回 ポスタープレゼンテーションガイダンス，調査内容決定 
第 11回 ポスタープレゼンテーション準備① 企画・調査 
第 12回 ポスタープレゼンテーション準備② ポスター作成 
第 13回 ポスタープレゼンテーション準備③ ポスター作成 
第 14回 ポスタープレゼンテーション①（前半グループ） 
第 15回 ポスタープレゼンテーション②（後半グループ） 
第 16回 まとめ，アンケート調査 

 

表5-3 就業⼒育成科⽬の内容 
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表5-4 前期キャリア計画でのグループワーク 

グループワーク① カリキュラムマップの復習 （前期キャリア計画） 
グループワークの進め⽅の説明  
カリキュラムマップで分かったことのまとめ 各⾃作業 
⾃⼰紹介資料の作成 各⾃作業 
グループワークの進め⽅の協議 グループワーク 
グループワーク全員の⾃⼰紹介・質問 グループワーク 
他⼈の意⾒で参考になった内容まとめ 各⾃作業 
  
グループワーク② ⾃分の強みと弱み，将来像 （前期キャリア計画） 
グループワークの進め⽅の説明  
各⾃の強み・弱み，将来像のまとめ 各⾃作業 
「１年⽣で学ぶべきこと実⾏すべきこと」をテーマにグルー
プ討議 グループワーク 

テーマに関する結論導出，まとめ⽂章作成 グループワーク 
グループリーダーがまとめ⽂章発表 
（30秒／1グループ）  

 
表5-5  グループワークで出現したキーワード 

グループワーク②での発表内容 
【英語に関する内容】 
英語が苦⼿，英語は多読で強化，多聴，English cafeの利⽤，TOEIC対策 
【コミュニケーションに関する内容】 
他⼈とコミュニケーションが苦⼿，初めての⼈でも⾃分から積極的に話す，会話
を増やす，⼤勢で話すのが苦⼿，⾃信をもって話す，会話に苦⼿意識を持たない，
意⾒を⾔うのが苦⼿，グループワークに積極的参加，アルバイトなど⼈前で話す
機会を増やす，留学や旅⾏で様々な⼈に触れる，ボランティアへの参加 
【⾃分の弱みへの向き合い⽅】 
他⼈の強みを参考にする，粘り強く⾏う，得意な⼈から学ぶ，物事に消極的に取
り組む，集中⼒がない，興味の幅を広げる，先⼈から学ぶことが⼤切，読解⼒不
⾜，新聞・本を読む，強みと弱みが逆な⼈と協⼒，継続⼒不⾜，読書やジョギン
グ，⼩中⾼で培った継続⼒を⽣かす 
【学習に関する内容】 
理系科⽬が苦⼿，⾼校の復習，講義で積極的に質問，逆算して計画を⽴てる，⼀年
次に基礎科⽬をしっかり学ぶ 
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グループワークの最後には，グループでのディスカッションの結果を，各グループか

ら発表する時間が設けられている．その発表内容であがったキーワードをまとめた例が 
表5-5である．英語やコミュニケーションに関する苦⼿意識の話題が多く上げられてい
る．このようなグループワークによって，学⽣は⾃分以外の学⽣の意⾒や考え⽅を知り，
⾃分の将来の進路などを明確にしてゆく． 
グループワークの効果を⾒るために，アンケート調査を⾏った．この調査は2019年度

の後期にキャリア設計を履修した学⽣196⼈に対して実施した．アンケート項⽬として
は「キャリア計画の授業がきっかけで，知り合いができましたか」とした．その結果を
図5-2に⽰す．60％近い学⽣が，この授業で知り合いができたと答えている．次に，「キ
ャリア計画のグループディスカッションなどを通して他⼈の考えに触れたことが，⾃分
にとって参考になりましたか」という質問を⾏った．その結果が図5-3である．参考に
ならなかったと答えた学⽣は３％程度で，60％以上の学⽣が参考になったと答えてい
る．この結果から「キャリア計画」の授業が⼀定の効果を持っていることが⽰唆された． 

後期の「キャリア設計」（表5-3参照）では，コミュニケーションやプレゼンテーショ
ンに関する話題と，より多くのグループワークが取り⼊れられている．第10回⽬以降の
授業では，各グループがテーマを決めて調査研究を⾏い，それをまとめたポスタープレ
ゼンテーションを⾏う．このために，授業の前半ではこれに向けた準備を⾏う授業設計
になっている．つまり，第３回⽬ではプレゼンテーション技法を，第４回⽬ではコミュ
ニケーション技法について学ぶ．さらに，第５回⽬の図形伝達ゲームでは，与えられた
図形を正確に他⼈に伝えられるかゲームを通して学ぶ41)．具体的には，複数のグループ
を作り，その中の１⼈が，他の学⽣に図5-4のような図形を⼝頭で説明する．この時，
聞き⼿が相槌を打たずにただ聞いている場合と，相槌を打って質問を返した場合で，ど
ちらが正確に図形を伝えることができるかを体験する．このような実験を通して双⽅向
のコミュニケーションが重要であることを確認するような授業内容である．⼩さな実験
授業ではあるが，学⽣らが双⽅向のコミュニケーションの重要性に気付く良い機会が提
供できていることが，学⽣らの反応から伺えた． 

また，卒業⽣や⼀般講師を招いた講演会も⾏い，その内容をもとにグループワークを
実施している．これを通して，グループ内の意⾒集約をする学習を⾏う．その際に，様々
な意⾒をまとめる技法である KJ 法について学ぶ 42）．図 5-5 はその様⼦である．また，
図 5-6 は KJ法によるキーワード整理の例である． 
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図 5-2 授業がきっかけで知り合いができたかのアンケート調査結果 

 
図 5-3 グループディスカッションの効果 

 

 
（左）聞き⼿が相槌を打たず書き取る 

（右）聞き⼿が相槌を打って,かつ質問して書き取る 
図 5-4 図形伝達ゲームで⽤いる図形の例 
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図 5-5 KJ法によるグループワーク 

 

 
図 5-6 KJ法によるキーワード整理の例 

 
５．５ コミュニケーションとチームワークに関するアンケート 

2019 年，「キャリア設計」の授業を履修した理⼯学部 1 年⽣ 163名を対象に，コミュ
ニケーションとチームワークに関するアンケート調査を実施した． 
選択科⽬である「キャリア設計」は就業⼒科⽬として１年⽣の後期に開講され，理⼯

学部５学科の学⽣が受講し，アンケート調査に回答した 7) ,43)． 
（１）コミュニケーションに関する学⽣の意識 

学⽣のコミュニケーションに対する意識を理解するために 2 つのアンケート項⽬が
作成された．最初の質問は「友達と話すのは好きですか？」で，学⽣は，5 つのリッカ
ート尺度「はい」，「どちらかといえば，はい」，「はいでもいいえでもない」，「どちらか
といえば，いいえ」，「いいえ」から回答した．図5-7に結果を⽰す．学⽣の過半数（58.9％） 



 65 

 
は，「はい」と「どちらかといえば，はい」と答えた．この値は「どちらかといえば，
いいえ」および「いいえ」の回答よりもはるかに⾼く，多くの学⽣が友達との会話を好
む傾向が⽰された． 

 
図5-7 「あなたは友達と話すのが好きですか」の質問の結果 

2番⽬の質問は「あなたは他者とのコミュニケーションが得意だと思いますか．」で，
学⽣は同じ⽂⾯の選択肢で回答した．結果を図 5-8 に⽰す．「はい」と「どちらかとい
えば，はい」の回答はわずか 27％である．逆に，39.3％の学⽣が「いいえ」と「どちら
かといえばいいえ」を選択した．この結果は学⽣が他者とのコミュニケーションが苦⼿
だと感じていることを⽰唆している．図 5-7 と図 5-8 の⽐較からも，多くの学⽣が友達
との会話は好きだが，他者とのコミュニケーションが苦⼿だと感じていることが推測さ
れる． 

  

図5-8「あなたは他者とのコミュニケーションが得意だと思いますか」の質問の結果 
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（２）チームワークの経験に関する学⽣の意識 
チームワークに関する学⽣の経験を調査するために，3 つの質問を⾏った．回答者の

データは表 5-6 と同じである． 
 

表 5-6 学科ごとの回答者数 

学 科 N 
化学・⽣物化学科 77 

機械知能システム理⼯学科 32 
環境創⽣理⼯学科 24 
電⼦情報理⼯学科 22 

総合理⼯学科 8 
合 計 163 

 
最初の質問は「問題を解決するためにチームで仕事をしたことがありますか」であっ

た．学⽣は「はい」，「いいえ」，「覚えていない」の 3 つのリッカート尺度から 1 つを回
答する．図 5-9 に⽰した結果からは，ほとんどの学⽣がチームワークの経験を持ってい
ることがわかった．さらに質問をフォローアップするために，チームとしてどのような
活動を⾏ったについてたずねた．学⽣からは⾼校でのクラブ活動や研究プロジェクトを
通じてチームで働いたとの回答があった．しかしながら，40％近くが「いいえ」または
「覚えていない」と回答した． 

チームワークに関する 2番⽬の質問は「チーム内の問題を解決するのは好きですか」
である．これも 5 つのリッカート尺度を使⽤して⾏った．結果（図 5-10）は，多くの学
⽣がグループまたはチームで問題解決を楽しんでいることを⽰している．図 5-9 と図 5-
10 は学⽣がチームワークの経験を持っており，むしろ他者と⼀緒に働くことを楽しん
でいることを⽰している．ただ，10％以上がチームワークは不快だと感じており，さら
に，40％以上が「はいでもいいえでもない」を選択した．否定的な回答の合計パーセン
テージは肯定的な回答の合計よりも多かった．図 5-8 と図 5-10 の結果を⽐較すると，
学⽣は個⼈的なコミュニケーションよりもチームワーク活動を好む傾向があるようで
ある． 

チームワークについての最後の質問は，「チームワークは問題を解決するために重要
だと思いますか」で，回答者は「はい，そう思う」，「はいでもいいえでもない」，「いい
え，そうは思いません」の 3 つの回答から 1 つを選択する．図 5-11 は多くの学⽣が，
チームワークが問題を解決するために重要であることを認識していることを⽰してい
る． 
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図5-9 「問題を解決のためにチームで仕事をしたことがありますか」の質問の結果 

 
図 5-10 「チーム内の問題を解決するのは好きですか」の質問の結果 

 

  
図 5-11 「チームワークは問題を解決するために重要だと思いますか」の質問の結果 
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５．６ コミュニケーションゲームを通じてチームワークを確認する試み 
（１）コミュニケーションゲーム 
講義で実施したコミュニケーションゲームでは，参加者は話し⼿による図の説明を聞

き，できるだけ正確にイラストを描く必要がある 41)．ゲームのルールは次のとおりであ
る． 
（a）学⽣は 7〜8 ⼈のメンバーでグループを形成する． 
（b）学⽣はグループごとに話し⼿を選ぶ．他の学⽣は聞き⼿となる． 
（c）話し⼿が図を⼝頭で説明する． 
（d）聞き⼿は話し⼿の説明に従って，可能な限り正確に図を描く． 
次に，図 5-12 に⽰すように，3種類の伝達⽅法を⾏った． 
（A）ゲーム A：話し⼿は図を⼝頭で説明する．質問は許可されていない（⼀⽅向のコ
ミュニケーション）． 
（B）ゲーム B：話し⼿は図を⼝頭で説明する．聞き⼿は話し⼿に個別に質問すること
ができ，話し⼿はそれに応答することができる（対話型コミュニケーション）が，聞き
⼿同⼠で話すことは許可されていない． 
（C）ゲーム C：話し⼿は図を⼝頭で説明する．聞き⼿はグループ内で話し合いながら
話し⼿に質問や説明を求めることができ，話し⼿は積極的にそれに対応することができ
る（チームコミュニケーション）．グループはコンセンサスによって共通の答えに到達
できる． 
 

 
図5-12 ３種のコミュニケーションゲームでテスト 

 

 

Game A Game B 

Game C 
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図5-13 コミュニケーションゲームで使⽤した３種のカード 

 
 
話し⼿の時間は，各ゲームで 5分に制限した．それぞれのコミュニケーションゲーム

で使⽤した図を図 5-13 に⽰す．聞き⼿にわかりやすく説明するためにシンプルな幾何
学的形状を採⽤した．このゲームには表 5-7 に⽰したように 941 ⼈の学⽣が参加した． 
 
 
 

表5-7 コミュニケーションゲームの参加者数 

年度 N 授業科目 

2016 526 キャリア計画(必修，前期) 

2018 253 キャリア設計(選択，後期) 

2019 164 キャリア設計(選択，後期) 

 
 
写真（図 5-14）は，話し⼿が説明すべきイラストの描かれたカードを持ち，聞き⼿に

説明している様⼦を⽰している．図 5-15 は，聞き⼿が描いたゲーム Aとゲーム Bの誤
った描画の例を⽰している．ゲーム Aでは，円と三⾓形の形はほぼ正しく描かれたが，
円の配置は正しくなかった．ゲーム B では円と三⾓形の形は正しく描かれたが，縮尺
が間違っていた．参加者が⾃由に議論したり，話し⼿に質問したりすることが許されて
いれば，聞き⼿は⼤きさを調整できていたかもしれない． 
 

 Game A Game B Game C 
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図 5-14 コミュニケーションゲームを⾏う学⽣ 

 
（a）ゲームA    （b）ゲーム B 

図 5-15 ゲーム Aと Bで間違った図形の例 

 
図 5-16 ゲーム Cで正解と間違いの図形の例（左：正解，右：不正解） 

 
図 5-16 の左の絵では聞き⼿の多くが正しく描画している．しかし，図 5-16 の右の絵

に⽰されるような不正解も⾒られた．この場合は 2 つの円が離れており，これは，コミ
ュニケーションゲームでの⼀⽅向の情報伝達によって，情報の交換が不⼗分であったた
めに，正確な情報の伝達が⾏われていなかったためと考えられる． 

各ゲームの正解率を図 5-17 にまとめる．正解の割合はゲーム Aからゲーム Bにいく
に従って増加し，ゲーム Cの場合は 65％以上の学⽣が正解した．毎年同様の傾向が観
察されている．ゲーム Bとゲーム C の結果の⽐較データからも，グループ内のコミュ
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ニケーションが進むと，より多くの聞き⼿が正確に描画することができることを⽰して
いる． 
 
 

 
 図5-17 ゲームA,B,Cで正しく図形を描けた割合(%) 

 
（２） コミュニケーションゲームを通じたチームワークに関する活動後のアンケート 
表 5-7 に⽰された同じ参加者に対してゲーム活動後のアンケートを実施した． 
最初の質問は「ゲーム A とゲーム B を通して，⼀⽅向的な説明だけで聞くよりも質

疑応答を⾏った⽅が理解しやすかったですか」で，図 5-18 に⽰すように 90％以上の学
⽣が「はい」と回答した． 

2 番⽬の質問は「ゲーム B とゲーム C を通して，個別に質問するよりもグループで
話し合いながら図を描画するほうが簡単でしたか」で，図 5-19 に⽰すように，85％以
上が肯定的に回答した． 
このように，学⽣は，情報の伝達が⼀⽅向の伝達，双⽅向のコミュニケーション，グ

ループディスカッションまたはチームワークによる双⽅向のコミュニケーションの順
序で効果的になっていると感じていた．このパターンは図 5-17 の正解率と同じで，学
⽣はこれらのゲームを⾏うことにより，コミュニケーションについての意識を⾼めるべ
きであること，ゲーム A では聞き⼿が正しく理解しているかどうかわからないため説
明が難しいと感じたこと，情報を正確に伝達するためには双⽅向のコミュニケーション
が不可⽋であることに気づいたと思われる． 
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図5-18 「ゲームAとBを通して，⼀⽅向の説明だけで聞くよりも質問と回答を⾏った⽅が 

理解しやすかったですか」の質問の結果 

 

 
 

 
図5-19「ゲームBとCを通して，個別に質問するよりもグループで話し合いながら 

図を描く⽅が簡単でしたか」の質問の結果 
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５．７ チームで取り組む課題調査の試みとその効果 
「キャリア設計」の授業の後半では，グループで調査項⽬を決めて協⼒して調査を⾏

い，その調査結果をまとめ上げてポスタープレゼンテーションを⾏う．このために必要
な調査やポスター制作，発表原稿づくりや発表練習などチームワークの⼒が試される内
容となっている．ポスターの制作には，授業時間外にもグループごとに調査や調整を⾏
い，各学科複数教員の協⼒も得て約４週をかけて完成させた．その後，ポスタープレゼ
ンテーションを２週に分けて⾏い，関連した複数教員が評価を⾏う．さらに，学⽣全員
が参加して相互評価も⾏った．最終的にはその評価結果に基づいて，優秀ポスター発表
賞を決めるなど，学⽣への成果のフィードバックも実施する内容となっている． 
図 5-20 は制作したポスターの例である．また図 5-21 はプレゼンテーションの様⼦

である．短期の調査であるにもかかわらず，調査内容の豊富なものが多数あり，チーム
で⼒を合わせて取り組まなければ完成させられないレベルのものがほとんどであった．
このポスタープレゼンテーションを⾏うまでの作業に関して，アンケート調査を実施し
た．アンケートの質問としては「ポスターの作成，発表準備など，グループで取り組ん
だ時に重要だと感じたものを三つ選んでください」とした．選択肢としては，表 5-2 に
ある社会⼈基礎⼒の「チームで働く⼒」の中の，発信⼒，傾聴⼒，柔軟性，状況把握⼒，
規律性，ストレスコントロール⼒を参考に，「⾃分の意⾒を述べる」，「他⼈の意⾒を聞
く」，「異なる意⾒に柔軟に対応」，「⾃分の役割を理解する」，「決められたことを⾏う」，
「不得意なことも⾏う」をあげた．さらに，前述の JABEEと⽇本⼯学教育協会が提案
した「リーダーの能⼒」に対応させて「メンバーに働きかける」という選択肢も加えた
31）．このアンケート調査は 2019 年度の授業履修⽣ 168 ⼈に対して⾏った． 
図 5-22 に得られた結果を⽰した．この結果から「⾃分の意⾒を述べる」と「他⼈の

意⾒を聞く」がともに⾼く，発信⼒や傾聴⼒といった能⼒が重要であると感じているこ
とがわかる．また，「異なる意⾒に柔軟に対応」や「メンバーに働きかける」という，
他者との関係性の中で作業を遂⾏してゆくことに対しても，重要であると考えているこ
ともわかる． 
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図 5-20 制作したポスターの例 
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5-21 ポスタープレゼンテーションの様⼦ 

 
 
 

 
図 5-22 調査やポスター制作のために重要と感じた内容 
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図 5-22 のアンケートは作業を通して感じた内容であるが，それに対して⾃分がその
選択肢に関する内容ができたのかどうかも調べた．すなわち，重要と考えているものだ
けではなく，実際にそれができたかについても調べてみた．その結果を図 5-23 に⽰す． 

「⾃分の意⾒を述べる」ことについては，できたと答えた学⽣は 40％ほどであった．
これに対して「⾃分以外のメンバーの意⾒を丁寧に聞くこと」については 60％近くの
学⽣ができたと答えている．「⾃分以外のメンバーの意⾒の違いを理解して柔軟に対応
すること」に関しては 40％強ができたと答えており，意⾒を聞くことよりもうまくで
きていないと感じている学⽣が多いことがわかる．「⾃分が⾏うべき役割を理解して作
業に貢献すること」については 50％近くの学⽣ができたと答え，「作業の分担など，決
められたことをきちんと⾏うこと」は 60％近くの学⽣ができたと答えている．「⾃分に
不得意なことや嫌なことも⼯夫して⾏うこと」と「⾃分以外のメンバーに働きかけたり，
グループ全体の調整をすること」に関してはともに，できたと答えた学⽣は 30％程度
で低い割合となった．これらの結果全体を⾒ると，⾃分が他の学⽣に対して意⾒を伝え
たり調整するような，他の学⽣とのかかわりの中でリーダーシップを取ってゆくことが
⽐較的苦⼿であり，逆に他の学⽣の話を聞いたり，⾃分に与えられた分担を⾏うような
ことをできたと感じている学⽣が多いことがデータから⾒て取れる．この結果を図 5-
22 の結果と⽐較すると，「異なる意⾒に柔軟に対応」することや「メンバーに働きかけ
る」という，他者との関係性の中で作業を遂⾏してゆくことを重要と考えているものの，
実際にはそのようなリーダーシップ的な⾏為に関しては苦⼿意識が⾼いという結果と
なっている． 

 
図 5-24 ポスター制作に対する⾃分の貢献度 
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図 5-25 授業が⾃⾝のキャリア形成に役⽴ったと感じているかのアンケート結果 

 
 
次に，ポスター制作を通して⾃分の貢献度はどの程度かを 10段階で⾃⼰評価しても

らった．これについては 2012 年度から 2019 年度までの８年間にわたるデータであり，
回答者総数は 1,540 ⼈である．その結果を図 5-24 に⽰す．10段階評価で 5〜8 程度を
選択している学⽣が多い結果となった． 
最後に，「このキャリア設計の講義は⾃分のキャリア形成に役⽴ちましたか」という

アンケートを実施した結果を紹介する．アンケートに答えた学⽣は図 5-24 と同じ 2012
年度から 2019 年度の学⽣ 1,540 ⼈である．図 5-25 はその結果を年度別に⽰したもの
である．いずれの年度も 85％以上の学⽣が「役⽴った」と答えている．また，割合が⾼
い年度では 98％以上の学⽣が，「役⽴った」と答えていることがわかる．このデータか
らも⾔えるように，⼊学初年次の学⽣に対して実施している就業⼒育成事業の科⽬は，
初年次の導⼊科⽬としてある程度有効であると考えられる．特に，授業全体を通して実
施したプレゼンテーション⼒の向上のための取り組みや，グループワークやポスター制
作を通して取り組んだチームワーク⼒を向上させる試みは，学⽣⾃⾝の授業に対する満
⾜度につながっていると考えられる． 
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５．８ まとめ 
本研究で⾏った取り組みを基にその教育効果について考察したい． 
就業⼒科⽬として導⼊した理⼯学部初年次学⽣に対する前期授業「キャリア計画」で

はグループワークによって，コミュニケーション⼒や学習，⾃⼰の強み・弱みを認識す
る活動等を⾏ったが，出現したキーワードは個⼈の特性や考えを語るものが主となった．
いわば集団の中において個の持つ特性を披露し学⽣同⼠で共感したと⾔える．前期には
キャリアアンカーテスト，ものつくり意識調査など同じく個に対するアプローチを中⼼
に授業展開し，学⽣に⾃⼰の持つ特性をできる限り認識させたといえる．その上で後期
授業「キャリア設計」では，まず，他者とのコミュニケーションについて調査を⾏い，
友⼈と他⼈の間でコミュニケーションの取り⽅に⼤きな差があることを認知した．その
上で，３種の⽅法を持ってコミュニケーションゲームを⾏い，チームワーク⼒を⾼める
活動を⾏ったが，アンケート調査によると多くの学⽣が以前にチームワークの経験を有
していること，双⽅向の意思疎通が最も効果的であるということを学⽣が認識するに⾄
り，またチームワークが問題解決において重要であると認識していることが確認された．
これらの活動ののち，「キャリア設計」では学⽣の個のそれぞれの活動を集約し，最終
的にポスターという⼀つの成果物を作成・発表するというチームワーク能⼒向上の活動
を最終的な初年次就業⼒科⽬の帰結点とした．その評価に関しては，アンケート調査で
は⾃⼰でできる活動はするが不得意なことは⾏わないという点が露呈しており，また，
⾃⼰の貢献度調査も中庸な⾃⼰評価が多くなっている．初年次学⽣の実態を⽰したもの
である．しかしながら，この⾃⼰評価に⾄るまでの体験が，⾼年次や⼤学院，実社会で
チームワークによる活動を⾏ったとき，⾃⼰認識の⽢さを実感し，⾃⼰改善を進める契
機になり，将来の教育効果がさら期待できると考える．この主張は 2010 年の⼤学設置
基準の⼀部改正による「学⽣が卒業後⾃らの資質を向上させ，社会的及び職業的⾃⽴を
図るために必要な能⼒を，教育課程の実施及び厚⽣補導を通じて培うことができるよう，
⼤学内の組織間の有機的な連携を図り，適切な体制を整えるものとする」という趣旨に
も合致するもと考える.群⾺⼤学理⼯学部では学⼠課程を通した就業⼒育成⽀援という
観点で就業⼒教育を⾏なっているが，初年次の就業⼒教育での⼀連の活動と体験は，学
年進⾏した学⽣のチームワーク能⼒向上への感化という点において，その教育効果は⾼
いと考える． 
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第６章 結  論 

 
６．1 各章で得られた結論の総合的なまとめ 
我が国では，官庁や学協会ごとに様々な形でジェネリックスキル的な考え⽅が展開さ

れてきた．本論⽂では就業⼒育成教育の観点からそれらを分類精査し，⼤学教育の現場
で実践できる授業のあり⽅を⽰したが，諸外国においてもまた⽇本と違った観点でいわ
ゆる就業⼒という考え⽅を展開している．就業⼒に関する研究は多々あるものの，その
概念に関しては独⾃の考え⽅で展開されているのが現実である． 

⽇本においても⾼等教育の変化と改⾰の動きが近年加速してきている中で，⼤学には
科学技術の進歩に対応すべく専⾨教育の⾼度化への対応を迫られる⼀⽅，多様化する学
⽣に対しても相応の対応を迫られている現状も紹介した． 

ジェネリックスキル概念をもとに様々な考え⽅が展開されているが，いずれも，⼤学，
産業界，社会，学⽣といった属性を効率的にリンクし，社会の要請と個⼈のキャリアパ
スを潤滑に繋ぐ機能を担っている．⽂部科学省が⽇本の教育制度に導⼊した「学⼠⼒」
の概念についても，ジェネリックスキルに関連して考察を⾏なった．さらに，「社会⼈
基礎⼒」，「就職基礎能⼒」など類似の概念が提案されており，JABEEの審査基準におい
ても，それぞれが求める能⼒に共通項が多いことを⽰した．本研究では，まずこれらの
概念の共通性や相違点を明確にした．さらに，⽇本の⼤学教育における「学⽣の就業⼒
育成プログラム」の詳細を紹介し，上記の各概念の中での就業⼒の位置づけを明確にす
ることができた． 

本研究では，10 年間にわたり数千名にわたる受講⽣に対してアンケート結果を⾏っ
たほか，学⽣からの直接的な意⾒をくみ取りながら，初年次教育として就業⼒育成教育
を実施した．その結果，その取り組みが多くのことを学⽣に思慮させるのに明らかに有
効であることが読み取れた．特に，グループワークや講演会，⽣活や社会に関する授業，
さらに学科別の社会⾒学や合宿等においては，⼀⾒，とらえどころのない授業と認識さ
れがちであるが，⾒⽅を変えれば，この種の授業の必要性は勘案されていたにもかかわ
らず，⼤学は研究機関という過剰な⾃負⼼や，就業⼒教育に関しては学問でないことを
教える危険性があると，その導⼊に危惧の念を抱く意⾒も存在した．しかしながら，
2011 年から現在まで同⼀属性の学⽣集団に，同⼀内容の授業を継続して実施したこと
は，⼤きな成果として本論⽂に記されている．学⽣への聞き取りからも，明らかに学修
へのモチベーションをあげる⼀因となっていることが確認できた．これは，少なくとも
学⽣⾃⾝の近未来像や社会のイメージを想起させるきっかけになっているし，この種の
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実証的かつ⻑期にわたる調査研究は，昨今の理⼯系学⽣の修学，就業に関する動向を把
握する重要な情報を導き，ひいては期待される科学技術⼈材の育成に必ず寄与するもの
との考えられる. 

⼊学⽣の特質や意識を調べるための複数のアンケート調査が実施され，多くのことが
明らかになった．例えば，不本意⼊学を例にとれば約半数の新⼊学⽣が第⼀志望ではな
い．また，半数の学⽣が⾃分を理系向きと⾃認できておらず，⼊学時に⼤学で学ぶこと
の⽬標を明確に持っていない学⽣が，40％近くいた．ただし，約 70％の学⽣が好きな
分野ということで進学を決めていることも⽰され，就業⼒育成教育は⼊学後の⼤きな助
⼒となると考えられる．⼤学で学ぶことの意義や⽬標を初年次教育の早期において考え
させ，⾼年次の専⾨教育へ繋ぐようなカリキュラム設計が重要であることが今回明らか
にされた．特に，カリキュラムマップの活⽤，グループディスカッション等を通して⾃
分以外の学⽣の考えを聞くなどの機会などを提供したことで，学⽣の意識に変化を与え
る効果があったことが確認できた． 
さらに，コミュニケーションとチームワーク⼒の関係についても調査研究を⾏ったが，

背景には社会が学⽣に対するチームワーク⼒の育成を求めていることがある．多くのジ
ェネリックスキル概念の中で，コミュニケーション能⼒とチームワーク⼒は共通項とし
て存在しているのである．群⾺⼤学理⼯学部の就業⼒育成教育では，前期の講義内容の
キーワードはいわば「個の認識」であり，コミュニケーション⼒や学習，⾃⼰の強み・
弱みを認識する活動等といった個⼈の特性や考えを思考するものが主となった．前期に
はキャリアアンカーテスト，ものつくり意識調査など同じく個に対するアプローチを中
⼼に授業展開し，学⽣に⾃⼰の持つ特性をできる限り認識させたといえる．その上で，
後期の「キャリア設計」では，前期で培った個のそれぞれの活動を集約し，最終的にポ
スターという⼀つの成果物を作成・発表するというチームワーク⼒向上の活動を初年次
就業⼒教育の帰結点とした．これらの取り組みの評価としては，「⾃⼰でできる活動は
するが不得意なことは⾏わない」という点が露呈しており，⾃⼰の貢献度調査も中庸な
⾃⼰評価が多くなっている．この結果を本研究では是とする．この⾃⼰評価に⾄るまで
の体験が，⾼年次や⼤学院，実社会でチームワークによる活動を⾏ったとき，⾃⼰認識
の⽢さを実感し，⾃⼰改善を進める契機になり，将来の教育効果がさら期待できると考
えるからである．これは， 

「学⽣が卒業後⾃らの資質を向上させ，社会的及び職業的⾃⽴を図るために必要な能
⼒を，教育課程の実施及び厚⽣補導を通じて培うことができるよう，⼤学内の組織間の
有機的な連携を図り，適切な体制を整えるものとする」 
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という⼤学設置基準の趣旨にも合致するもと考えるからである． 
⼀⽅で，コミュニケーションゲーム，グループワーク等の⼿法を使ってチームワーク

に関する能⼒を喚起するような，授業を取り⼊れたことによって，学⽣はチームワーク
が問題解決において重要であると認識できたたことも確認できた． 
海外の⼤学では，学⽣がチームになって問題解決に取り組む授業Problem-Based-

Learning(PBL)やCooperative-Leaning，あるいはCollaborative-Learningと呼ばれる授
業，Capstone Programと呼ばれる実社会の課題解決を学習の総仕上げとして経験をす
るプログラムが導⼊されているところが多い．すべて，チームワーク⼒が問われる学習
である．我が国の理⼯系⼤学の教育カリキュラムではグループワークやチームワークを
中⼼とした授業形態は⼗分ではない．特に，初年次教育への導⼊は少なく，仕上げのPBL
科⽬とされている卒業研究では個⼈研究が中⼼になっている．本研究では，最終的にチ
ームワークによってポスター作成を成功させることができた．この過程で，チームワー
ク⼒強化には，コミュニケーションの介在が有効であることを明らかにした．今後，⽇
本の⼤学の授業においても，このようなチームワーク活動が⼤いに取り⼊れられること
が望まれる． 

本研究では学⼠課程を通した就業⼒育成⽀援という観点で就業⼒教育を⾏い，調査研
究を⾏なってきたが，初年次教育で就業⼒教育を活⽤した本論⽂で紹介した⼀連の活動
は，学⽣の社会的及び職業的⾃⽴の意識を想起させるのに⼗分効果があるものとの結論
に⾄った．また，欧⽶では，⼤学院においても上記で述べたような⼤学院⽣のためのキ
ャリア教育，問題解決型の教育などが⼀般化しているが，本研究は⽇本の⼤学院課程の
⾼度⼈材育成においても⼗分応⽤できるものである． 

本研究は，群⾺⼤学理⼯学部と同様に，⽇本の技術者層の中⼼部分を輩出している他
の理⼯系学部の就業⼒育成の⼀助になるものと確信する． 
 

６．２ 結 論 
上記の総合的な議論も踏まえ，各章を通して得られた本研究の結論は以下のとおりで

ある． 

（１） 第１章では，⽇本の教育制度と⼤学の成り⽴ち，科学技術⼈材の育成の歴史，
また社会情勢の変化や近年，⼤学の置かれた状況を解説し，本研究を⾏う背景や就業⼒
育成教育の概念が登場した背景を明確にすることができた． 

（２） 第２章では，海外のジェネリックスキルの概念，⽇本で⽤いられている学⼠⼒
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（⽂部科学省），社会⼈基礎⼒（経済産業省），就職基礎⼒（厚⽣労働省），JABEE基準
の⽐較調査を⾏い，これらの概念と本研究の対象としている「就業⼒育成教育」の関連
性を明確にした．特に，「学⽣⾃⾝が社会的・職業的⾃⽴」の概念を分類し，就業⼒育
成教育の基準を明確にした． 

（３） 第３章では，第２章で明確にした「就業⼒育成教育」の概念をもとに，実際に
就業⼒育成教育を初年次教育において実践した成果をまとめた．特に，１年⽣の意識に
ついて調査し考察を⾏った．その結果，⼤学選択には不本意な状況で⼊学したという学
⽣や，理系向きであると⾃認できていない学⽣が，それぞれ半数程度いることが確認で
きた．これに対して，カリキュラムマップによる授業，講演会の内容をもとにしたグル
ープワークなど，学⽣⾃⾝の近未来像や将来を意識させるような取り組みが極めて重要
であることを明らかにした． 

（４） 第４章では，⼊学⽣の特質や意識をより詳細に調べるためのアンケート調査を
実施した．その結果，⼤学への進学を決めた理由としては「好きな勉強をしたい」や「就
職に有利だから」といった積極的な理由が多かった．ただし，⼤学を選択する基準とし
ては「偏差値」や「希望と偏差値」といったものも多く，単純に「⾃分の希望」とする
答えよりも多い結果となった．また，⼊学時点では，40％近くの学⽣が⼤学で学ぶこと
の⽬標を明確に持っていなかったが，「キャリア計画」の授業終了後には 78%の学⽣が
明確になったと肯定的な意識を持つようになった．さらに，70%から 80%の学⽣が⾃
⾝の将来について考えるようになったと答え，初年次の就業⼒育成教育が⼤学で学ぶこ
との意義や⽬標を考えさせ，明確な⽬標が定まらない学⽣の意識に変化を与える効果が
あったことが確認できた． 

（５） 第５章では，コミュニケーション能⼒やチームワーク⼒といったコンピテンス
について，ジェネリックスキルや JABEEの評価基準の中の位置づけを明確にした．そ
のうえで，新⼊学⽣のコミュニケーションやチームワークに関する意識調査を⾏った結
果，「⾃⾝でできること」，「他者の指⽰で動くこと」については対応できても，「他者の
意⾒を尊重する」，「主導的に動く」ことについては不得意であるという傾向があること
が確認できた．それに対し，コミュニケーションゲーム，グループワーク等の⼿法を使
ってチームワークに関する能⼒を喚起するような授業を取り⼊れたことによって，学⽣
は，チームワークが問題解決において重要であるという認識を持つことができたことが
わかった．チームで共同して課題を解決するということが重要ある現代では，このよう
な取り組みの重要性が確認できた． 
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（６） 本研究論⽂では，ジェネリックスキルの概念を中⼼に就業⼒を含む様々な概念
の整理を⾏った．そのうえで，2011 年から 10 年間にわたり同⼀属性の学⽣集団に対し
て同⼀内容の授業を継続して実施し，数多くのアンケート調査から，初年次教育として
就業⼒育成教育で実施した⼀連の活動が，学⽣の社会的及び職業的⾃⽴の意識を想起さ
せるのに⼗分な効果があることが確認できた． 
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